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第１章 基本的事項 
 

 

 １ 計画改定の趣旨 
● 計画期間の満了 

● 社会情勢を踏まえた改定 

● 犯罪被害者等支援に特化した条例の制定 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～安全で安心な県づくりの推進に関する基本計画の全体構成～ 

第２章 基本方針 

第３章 県における推進施策 

第４章 推進体制 

３ 計画の位置付け      

● 福島県総合計画 

● 関係部門別計画等 

４ 計画の期間     

● 令和 4（２０２２）～ 

令和 12（２０３０）年度 

５ 指標の設定と進行管理 
● 目標としての「指標」の設定 

● 取組や指標の状況は毎年度公表 

県民が、安全に安心して暮らし、活動することができる地域社会の実現 

 

４ 基本的視点(基本理念)  
● 計画推進の基本姿勢 

  ・行政、地域、事業者との連携・協働 

   ・復興に向け地域性に配慮し、個別施策を推進 

● ＳＤＧｓの理念を踏まえた施策の推進 

● 安全で安心な県づくりの取組方向 

  ①  県民参画の推進 

  ②  各主体相互の連携･協働の推進 

  ③  分かりやすい情報提供と 

対話型議論（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）の推進 

  ④  県民の基本的人権の尊重 

⑤  人材の育成（人づくり）の推進 

１ 防災の推進   

２ 原子力発電所周辺地域の 

  安全確保の推進   

３ 防犯の推進   

４ 虐待等対策の推進    

５ 交通安全の推進   

６ 医療に関する県民参画等の推進    

７ 食品の安全確保の推進    

８ 生活環境の保全    

９ 消費者の安全確保の推進   

 

１ 市町村、県民等との連携・協働 

 ● 積極的な県民参画 

 ● 連携・協働の推進 

 ● 市町村及び県民等の活動に対する支援 

● 重点的な施策の推進 

 
２ 県組織としての連携体制 
 

３ 緊急時の体制等の整備 

２ 計画の性格 

● 安全で安心な県づくりのための取組 

● 自助・共助による自主的活動 

● 公助の推進 

３ 各主体の役割 
● 県民の役割 

● 事業者の役割 

● 地域活動団体の役割 

● 市町村の役割 

● 県の役割 

２ 安全で安心な県づくり（方向性） 
・ 県民等の自主的活動を促進、 

行政を含めたネットワーク形成 

・ ｢安全｣について理解を深め、 

真に｢安心｣を実感できる地域社会づくりのため、 

   行政と県民等の情報交換と対話による信頼関係の強化 

・ 分かりやすく、継続的な情報提供 

１ 基本目標 
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第１章 

基本的事項 
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【これまでの経緯】 

〇 県では、平成 21（２００９）年 4 月 1 日に施行した「福島県安全で安心な県づくりの

推進に関する条例」（以下「安全で安心な県づくり条例」といいます。）に基づき、平成 22

（２０１０）年 3 月に「福島県安全で安心な県づくりの推進に関する基本計画」（以下「基

本計画」といいます。）を策定し、防災、防犯、交通安全、食品の安全確保など 10 の分野

を総合的に捉え、県民が、安全に安心して暮らし、活動できる地域社会の実現を目指して

きました。 

 〇 そうした中、平成 23（２０１１）年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそ

れに伴う大津波による災害（以下「東日本大震災」といいます。）、東京電力福島第一原子

力発電所事故による災害（以下「原子力災害」といいます。）により、県民生活の安全・安

心を取り巻く社会情勢は計画策定時の想定を大きく超えて変化したため、平成 25（２０

１３）年３月に基本計画の一部を改定し、県民の安全・安心に向けた取組を推進してきま

した。 

○ また、その後、東日本大震災及び原子力災害から６年が経過した平成２８（２０１６）

年度には震災以降の「集中復興期間」から「復興・創生期間」へと復興の新たなステージ

がスタートするなど本県を取り巻く情勢の変化を踏まえ、より強力に関連施策を推進でき

るよう平成 29（２０１７）年３月に基本計画の一部を改定しています。 

 

【基本計画改定の趣旨】 

○ 近年、台風等の自然災害が頻発化・激甚化しており、本県でも令和元（２０１９）年東

日本台風や令和３（２０２１）年２月１３日に最大震度６強を観測した福島県沖地震等に

より甚大な被害が発生しました。令和２（２０２０）年１月に国内で初めて感染者が確認

された新型コロナウイルス感染症は、その後、急速に世界に拡大し、県民生活の様々な分

野に著しい影響を与えています。 

○ 原子力災害からの復興については、除染等に伴い発生した除去土壌等の中間貯蔵施設へ

の輸送が令和３（２０２１）年度末までにおおむね完了するなど、県内の環境回復が進む

一方、国において、東京電力福島第一原子力発電所の「多核種除去設備等処理水（以下

「ALPS 処理水」といいます。）の処分に関する基本方針」が決定されるなど、本県を取り

巻く状況は大きく変化しています。 

 ○ 基本計画については、計画期間が終了しましたが、引き続き、復興を着実に進め、県民

が安全に安心して暮らし、活動できる県づくりを進めるためには、本県を取り巻く環境変

化を踏まえ、県はもとより市町村、県民、事業者など様々な主体が連携・協働していく必

要があります。このため、今般、所要の改訂や見直しを行い、新たな基本計画を策定しま

した。 

 

 

１ 計画改定の趣旨 

第１章 基本的事項 
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【新たな基本計画における推進分野について】 

 ○ 「犯罪被害者等支援の推進」については、従前、安全で安心な県づくり条例において、

１０の基本的施策の１つとして位置付けられていましたが、県では、新たに「福島県犯罪

被害者等支援条例（令和４（２０２２）年４月１日施行）」を策定し、この新条例に基づき

取組を推進していくこととしました。 

○ このため、新たな基本計画においては、これまでの「１０分野」から「犯罪被害者等支

援の推進」を除いた「９分野」を対象とした構成としています。 

 ○ 「犯罪被害者等支援」については、県民が安全で安心な生活を送る上で重要な施策であ

ることに変わりありません。このことから、引き続き、安全で安心な県づくりに向けて、

基本計画に定められた「９分野」の施策と相互に緊密な連携を図りながら推進してまいり

ます。 

 

 

 

基本計画は、安全で安心な県づくり条例第 22 条に基づく「安全で安心な県づくり」*1 を推

進するためのものです。 

（１）安全で安心な県づくりのための取組                                           

 「安全で安心な県づくり」は、安全・安心に関する各分野の施策や地域で行われる様々な主

体による活動について、相互の連携を図ろうとするものです。   

   私たちの身の回りには、様々な安全・安心の問題が存在し、常に変化しています。県民が、

一つの分野で安心できても、他に脅威を感じれば、真に安心を実感することはできません。                   

   また、「安全」を確保し、県民が真に「安心」して暮らすことのできる地域社会を築いてい

くためには、住民相互の信頼関係の下に、団体などの垣根を取り払い、人と人とが助け合い、

協力し、互いに持てる能力等をいかしながら、持続可能な取組としていく必要があります。 

このことから、安全で安心な県づくり条例では、県民の生命や心身、財産へ直接影響を及ぼ

すもので、県民一人一人の取組や地域での連携による活動が期待される次の９分野を対象とし

ています。 

 

 

 

 

 

 

基本計画は、これらの対象分野において、「県民や事業者、自治会、ボランティア団体、ＮＰ

Ｏなど（以下「県民等」といいます。）」と「県や市町村等の行政」との間で、相互に情報を共

有し合いながら、縦割りになることなく県民の立場から連携を図り、地域課題の解決に向けた

ネットワークの形成につなげる施策を取りまとめたものです。 

 なお、上記以外の分野において、基本計画の基本目標である｢県民が安全に安心して暮らし、

活動することができる地域社会の実現｣に支障を及ぼす事項に関しては、それに関係する各個

【対象分野】 ※詳しくは第 3 章を参照願います。                   

①防災       ②原子力発電所周辺地域の安全確保  ③防犯   

④虐待等対策    ⑤交通安全             ⑥医療に関する県民参画等   

⑦食品の安全確保  ⑧生活環境の保全          ⑨消費者の安全 

 

２ 計画の性格 
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別計画を基に、県と関係者が一体となって解決に向け取り組んでいきます。 

 

 

 

（２） 自助・共助による自主的活動                           

  「安全で安心な県づくり」は、県民等が行う自助・共助を基礎とした地域課題解決を図る自

主的な活動を促進し、地域における活動の輪を広げようとするものです。 

  県民の安全・安心を確保することは、行政が果たすべき基礎的な責務（公助）の一つであり、

そのための施策を着実に実施していく必要があります。しかしながら、行政だけで全てを解決

することは困難です。自然災害の発生を防ぐことは難しく、現在も進行している異常気象など

もより深刻になっていく可能性があります。 

  東日本大震災では、自らの生命を自ら守るための 

備えの重要性に加え、隣近所の助け合いや数多くのボランティアの 

活躍を通して、人と人の絆や身近なコミュニティの大切さが、 

改めて認識されました。 

  身の回りの危険に気付き、備えること（自助）、 

一人一人では解決できない部分は、地域内や他の地域との間で 

互いに支え合うこと（共助）が安全・安心の確保のためには、大変重要になります。 

 

（３）公助の推進                                   

  「自助」、「共助」と併せて、行政が行う「公助」の役割も極めて重要であり、県では、自助・

共助の活動と連携・協働して、公助に取り組んでいきます。 

 「公助」は、ハード面の整備を含め、大変幅広い内容を含んでいますが、県では、基本的に

分野別の部門別計画に基づき施策を推進していくこととしているため、基本計画では、自助・

共助の活動を促進するための施策を中心に公助を記述することとします。 

 

 

 

基本計画と県で定める各種計画との関係は、次のとおりです。 

 

（１）福島県総合計画                                

 福島県総合計画は県のあらゆる政策分野を網羅し、県づくりの指針や施策を示す県の最上位

計画です。 

  基本計画は、福島県総合計画の部門別計画として位置付けられており、福島県総合計画に掲

げる県づくりの理念や施策の方向性を共有しながら、より具体的な取組などを記載し、「安全

で安心な県づくり」の観点から総合計画の基本目標の実現を目指します。 
 

 

＊１ 安全で安心な県づくり条例で｢安全で安心な県づくり｣とは、｢安全確保｣と｢安全確保による安心の獲得｣を目的として行わ 

れる｢県民等による自主的な活動｣及び｢自主的な活動を促進するための県、市町村、県民等による環境整備｣の取組であると 

しています。（第２条第６号） 

 

３ 計画の位置付け 



5 

 

（２）関係部門別計画等                                            .     

基本計画は、それぞれの課題分野ごとに策定する関係部門別計画等における施策のうち、安

全で安心な県づくり条例に基づく９分野において、自助・共助に基づく県民等の自主的活動の

促進に資する施策を総合的に取りまとめたものです。 

公助として県が主体となるべき施策や、安全・安心が目的であっても条例外の分野について

は、福島県総合計画を始めとする他の計画に基づいて推進することとしており、進行管理の結

果を共有するなど、相互に連携を図りながら計画を推進します。 

 

 

 

基本計画の期間は、福島県総合計画と目標年度を合わせることとして、令和４（２０２２）

年度を初年度とし、令和１２（２０３０）年度までの９年間とします。 

 なお、基本計画の内容や各事項に変化があった場合には、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

計画期間の取組の到達点を数値等の目標として明らかにした「指標」を設定し、取組の効果

の検証や適切な評価を行います。 

 また、基本計画に基づく取組の状況や指標等の状況は、毎年度取りまとめの上、公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 計画の期間 

５ 指標の設定と進行管理 
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第２章 

基本方針 
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福島県が、誰にとっても、いつでも、どこでも、安全に安心して暮らせる地域であることは、

県民全ての基本的な願いです。 

 東日本大震災や原子力災害以降、避難指示の解除や各種取組の推進により、避難者数はピー

ク時から約４分の１に減少したものの、いまだ約３万５千人（令和３（２０２１）年８月現在）

の方が県内外で避難を続けています。また、少子化や働き世代の減少により、地域の担い手と

これを受け継ぐ若者たちが少なくなれば、これまで県内で維持されてきた地域コミュニティが

衰退するおそれがあります。あわせて、町内会や自治会、消防団などの共助機能の維持が困難

になります。 

 このような情勢も踏まえながら、災害、事件・事故やいわれのない差別などから県民を守り、

万が一被害に遭っても軽減が図られ、子どもや高齢者、障がい者などにも十分配慮しながら、

震災前より安全・安心が確保され、平穏な県民生活や社会経済活動に速やかに復帰できる力強

い地域社会の構築に向け、「県民が、安全に安心して暮らし、活動することができる地域社会

の実現」を基本目標として掲げます。 

 

 

 

本県は、東日本大震災及び原子力災害により、甚大な被害を受け、社会経済情勢が大きく変

化しましたが、発災から１０年が経過する中で第２期復興・創生期間が始まり、また、廃炉作

業が本格化するなど県を取り巻く環境も大きく変動しています。 

世界的に気候変動による影響が深刻さを増している中、本県では令和元年東日本台風等によ

る多大な被害が発生しました。さらに、新型コロナウイルス感染症という危機的事象の発生は、

復興・再生と人口減少対策、地方創生に大きな影響を及ぼし続けています。 

そして、本県が抱える大きな課題が人口減少です。人口減少は地域経済の活力を低下させ、

地域社会の維持を困難とするなど、県民生活に深刻な影響を与えることが懸念されています。 

 安全で安心な県づくりとは、地域における様々な課題の解決を図る県民等の自主的な活動を

促進し、その活動の輪に多くの人が関わり、行政を含めたネットワークを形成し、県民の立場

から必要となる施策を構築するものです。 

 「安全」は、基準や規則、慣習など社会的に認められたものから判断されるものですが、「安

心」は、県民一人一人がそれぞれの知識や経験、価値観、「安全」に対する信頼などから判断

されるものです。「安全」が、必ずしも「安心」に結びつくとは限りません。 

 県では、県民が、身の回りの危険や不安を理解し、備えるなど、安全確保のための活動を通

じて「安全」への認識を深めるとともに、行政と県民等が情報交換と対話によって相互に信頼

関係を強化しながら、真に「安心」を実感できる地域社会づくりを進めます。 

第２章 基本方針 

県民が、安全に安心して暮らし、活動することができる地域社会の実現 

 

１ 基本目標 

２ 安全で安心な県づくり（方向性） 



9 

 

  なお、「安心」については、受け手側の心情によって大きく左右されますが、行政などから

安全性に関する情報について客観的データ等と併せて適時適切に分かりやすく、かつ継続的に

情報提供を行うことにより、「安心」につなげる取組を行っていきます。 

 

 

 

 安全で安心な県づくりを推進するため、各主体には次のような役割が期待されています。（安

全で安心な県づくり条例第４～７条） 

【県民の役割】 

 ○ 自らの安全確保に努めるとともに、地域に積極的に関わり、県、市町村及び他の県民等

が行う施策や活動に協力して、安全で安心な県づくりを推進すること。 

【事業者の役割】 

 ○ 自らの事業活動に関し安全性を確保するとともに、地域住民の安心の獲得に向け、リス

クコミュニケーションを行うこと。 

 ○ 県、市町村及び他の県民等が行う施策や活動に協力し、安全で安心な県づくりを推進す

ること。 

【地域活動団体の役割】 

 ○ 自らの活動目的に従い、様々な主体と連携・協働しながら地域課題解決に向けて自主的

な活動に取り組み、安全で安心な県づくりを推進すること。 

【市町村の役割】 

 ○ 安全で安心な県づくりの理念の下、より住民に近い立場から、県民等が行う地域課題解

決に向けた自主的な活動を促進すること。 

 ○ 県と情報を共有し、緊密に連携すること。 

【県の役割】 

 ○ 基本的かつ総合的な施策を実施するとともに、広域的視点から、県民等が行う地域課題

解決に向けた自主的活動を促進すること。 

 ○ 市町村と情報を共有し、緊密に連携すること。 

 ○ 県民等が行う安全で安心な県づくりに関する活動を支援するため、広報活動の充実を図

るとともに県民等に対して適切な情報提供を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 各主体の役割 
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①  計画推進の基本姿勢 

   東日本大震災及び原子力災害により、いまだ数多くの方が県内外で避難を続けていること

や、人口減少や少子化、働き世代の減少により地域コミュニティの衰退や町内会や自治会、消

防団などの共助機能の維持が困難になるおそれがあるという、本県が抱える非常に重い状況を

踏まえ、県では、着実に安全で安心な県づくりを進めるという強い意思を持って、一丸となっ

て基本計画の推進に取り組みます。 

 一方で、避難指示が解除された地域では、市町村それぞれの復興計画に基づくまちづくりと

住民の帰還が進んでいます。 

 帰還した住民が地域において安全に安心して暮らしていけるように、また、更なる住民帰還

を進め復興・創生を図っていくためには、行政はもとより、地域や事業者と連携・協働の上、

その環境を整えていくことが重要です。 

 復興の状況は市町村ごとに異なっており、取組に当たっては、地域の状況を的確に捉えなが

ら、また都市部と農村部の環境の違いなども踏まえ、これらに十分配慮しながら個別施策の推

進に取り組んでいきます。 

 

② ＳＤＧｓの理念を踏まえた施策の推進 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）（以下「SDGｓ」といいま

す。）」は、平成２７（２０１５）年９月に国連の「持続可能な開発サミット」において採択

された令和１２（２０３０）年までの国際目標です。１７の目標と１６９のターゲットから構

成され、これら持続可能な開発目標の達成による「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて

取り組むものとなっています。 

国が平成２８（２０１６）年１２月に策定した「SDGｓ実施指針」において、地方自治体

の各種計画に SDGｓの要素を最大限反映することとされています。 

県の最上位計画である福島県総合計画では、未曽有の複合災害からの復興、急激な人口減少

への対応という前例のない課題を克服しようとする本県の取組は、SDGｓが目指す「誰一人取

り残さない多様性と包摂性のある持続可能な社会の実現」とその方向性が一致していることか

ら、SDGｓの理念を踏まえながら、各種施策を推進することとしています。 

“誰一人取り残さない”という考え方は、安全で安心な県づくりにとっても重要な視点であ

り、共通点も多いことから基本計画においても SDGｓの理念を踏まえながら各種施策の推進

を図ることとします。 

基本計画においては、対象とする９分野の具体的な施策それぞれに関連した SDGｓにおけ

る１７の目標を示すアイコンを配置し、施策展開における目標及び理念を示しています。 

 

 

 

 

４ 基本的視点（基本理念） 
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③ 安全で安心な県づくりの取組方向 
   安全で安心な県づくりの取組方向として、以下の５つの視点を基本理念として掲げます。 

 
（ア）県民参画の推進                           

地域の絆を強め、互いに支え合う良好な地域社会の形成を目指し、県民等が「自らの安全は

自ら守る、地域の安全は地域で守る」という意識の下での自主的な活動を推進します。 

  県民一人一人が、身の回りの危険に気付くこと、そしてできることから取り組んでいくこと

（できないことを明らかにすること）が重要です。【自助】 

  そして、こうした活動を隣近所や友人、学校、職場などへと輪を広げ、多くの人々が支え合

う地域社会の形成を目指し、積極的な県民参画を進めます。【共助】  

 

（イ）各主体相互の連携・協働の推進                      

自助及び共助による活動を地域で実施する様々な主体や県、市町村などが、それぞれ適切な

役割分担の下に情報を共有し、相互理解と連携を図りながら協働できるネットワークづくりを

推進します。 

 また、地域の問題解決を図るためには、県民や関係機関、ＮＰＯ、ボランティア等が同じ立

場で連携し、協力を更に深め、それぞれの特性を理解しながら協働していく必要があります。        

 既に多くの地域で、防災や防犯、虐待対策、交通安全、不法投棄対策、悪徳商法対策などの

取組が行われています。これらの活動は、分野や目的は異なりますが、担い手や取組方法など

多くの点で課題を共有し、連携して取り組んでいける可能性があります。持続可能な取組とし

ていくためにも様々なネットワークづくりが有効です。 

  県としては、こうした様々な分野にわたる県の取組の調整を図りながら、決して縦割りでな

く、県民の立場から行政施策を横断的に連携させるとともに、様々な活動主体との協働が図ら

れるネットワークづくりを推進します。 

 

（ウ）分かりやすい情報提供と対話型議論（リスクコミュニケーション）の推進    
自助、共助の促進を図るために、行政は、全ての県民へ安全で安心に関する正確な情報を適

時適切に、分かりやすく提供する必要があります。 

 さらに、県や市町村、県民等が、相互に情報交換し、対等かつ丁寧な議論を行い、相互の信

頼関係を築くリスクコミュニケーションを推進します。 

  行政や事業者と県民との間には、情報や専門知識の量や質の点で格差が存在し、このことが

県民の不安にもつながっています。 

  行政や事業者と県民との間で相互に信頼し、協働できる関係を構築し強化できるよう、それ

ぞれの立場を十分に尊重しながら、情報交換と対話を行うリスクコミュニケーションを推進し

ます。 

 

（エ）県民の基本的人権の尊重                        

個人の自由やプライバシーなど県民の基本的人権を尊重し、不当に侵害することのないよう

十分に合意形成を図りながら、安全で安心な県づくりを推進します。 

  安全性を高めようとすればするほど、利便性や経済的利益、個人の行動の自由等が制約され、

プライバシーが損なわれる可能性があります。 
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 このような関係を前提として、リスクコミュニケーションを行い、合意点を見いだし、県民の

基本的人権と安全確保を両立させる努力を続けます。 

 
（オ）人材の育成（人づくり）の推進                    

 安全で安心な県づくりを進め、持続的な取組とするために、防災、防犯、環境、医療、食の

安全など安全・安心に関わる人材をいかに育成していくかが重要となります。 

 正しい知識を持ち、自分で考え、判断し、情報を発信することのできる能力を持つ人材を育

成するため、学びの機会の充実を図ります。 

 東日本大震災で示された本県の温かな人間性や絆を今後の安全で安心な県づくりや復興・創

生にいかし、次の世代につなげていくためにも、安全・安心に大きな役割を果たす人材の育成

に努めます。 
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第３章 

県における推進施策 
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各部局各課等がそれぞれの所掌する分野において、福島県総合計画や部門別計画等に必要な

施策を掲げ、これらに基づいて具体的な事業を実施しています。 
  この章では、こうした各計画等の施策の中から、安全・安心に関する地域課題解決への県民等

の積極的な参画を促すものなど、「安全で安心な県づくり」の具体化に向け、県が実施する施策

を取りまとめ、「現状と課題」と「施策展開の方向性」を分野ごとに整理するとともに、施策の

推進に関連し、自助・共助・公助の観点から県民・各種団体等・市町村の各主体に期待される役

割を整理しています。 
  なお、県の役割は、県民等の自主的活動を促進するための環境整備であることから、ここでは、

「安全で安心な県づくり」のための①意識の啓発、②知識・技術の習得、③ネットワークづくり、

④情報交換と対話、のいずれかを目的としたものを中心に記載しています。 
  従来のいわゆる縦割り行政ではなく、横断的に連携を図りながら関係施策を効果的に行うた

めに取りまとめたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 県における推進施策 

 

第２章 基本方針 

第３章 県における推進施策 

１ 防災の推進 

２ 原子力発電所周辺地域の安全確保の推進 

３ 防犯の推進 

４ 虐待等対策の推進 

５ 交通安全の推進 

６ 医療に関する県民参画等の推進 

７ 食品の安全確保の推進 

８ 生活環境の保全 

９ 消費者の安全確保の推進 

    基本目標 

    安全で安心な県づくり 

    基本的視点（基本理念） 

（指標について） 
○ 県の最上位計画である福島県総合計画においては取組の成果を表すため以下の指標を設定していま

す。 

・基本指標（成果指標）：施策によって、課題解決をどれだけ達成したかの成果を測る指標 

・補完指標：課題解決の達成状況を直接的に測る指標ではないが、課題や取組の現状分析に資する指標 

○ 基本計画は、広範にわたる９分野を対象として総合的な施策推進が必要となるため、各分野の施策達

成度を測る指標として総合計画の「基本指標（成果指標）」「補完指標」の考え方を取り入れ、各指標を

設定しています。 

また、目標値の設定についても同様に、「目指す将来の姿の実現に向け、全国との比較、国で定める

目標値との整合や過年度実績、将来予測などを踏まえ」設定するという福島県総合計画での各指標の設

定の考え方を取り入れています。 

第３章の位置付け 
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自然災害、大規模な火事又は事故等の災害に対して、 
県民が安心して暮らせる災害に強い地域社会を実現します。 

 

 

 

 【はじめに】 

 本県は、平成 23（２０１１）年 3 月 11 日の東日本大震災等により甚大な被害を受けました。その教訓を踏まえて、

県では危機管理部を新設し、災害対応の拠点となる危機管理センターの運用を開始して防災の推進に取り組んできました。 

 そうした中、令和元（２０１９）年１０月に発生した令和元年東日本台風と２週間後の大雨（以下「令和元年東日本台

風等」といいます。）により本県は再び大きな被害を受け、３２名の方が災害を直接の要因として亡くなられたほか、多数

の住家被害が発生しました。このため、県では有識者を交えた災害対応検証委員会を設置して、住民避難行動や県の災害

対応について検証（以下「検証事業」といいます。）を行い、令和 2（２０２０）年 9 月に、本県が社会全体で災害に対

応していくための提言を頂きました。 

また、東日本大震災から１０年が経過しましたが、東北地方太平洋沖地震の余震域では大震災以前と比較して地震の発

生数が多い状態が続いています。近年は、国の「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル」の検討が進み、新しい地震

被害想定が公表されたことから、本県も新しい知見に基づき震災対策を強化していく必要があります。 

頻発・激甚化する風水害、いつ発生するか分からない巨大地震、大規模火災・事故、テロなど、様々な災害に対応する

ため、これら検証事業や最新の知見に基づく災害想定などを踏まえ「自助」・「共助」・「公助」の取組を強化し、県民が安

全で安心して暮らせる災害に強い地域社会を実現する必要があります。 

 

１ 防災意識について 

・ 東日本大震災及び原子力災害から１０年が経過し、災害記憶の風化や震災を経験していない世代の増加に伴い、大規

模災害に対する県民一人一人の防災意識の低下が懸念されています。過去の災害で得た教訓や風水害の激甚化等を踏ま

えて、効果的な周知啓発や防災教育を行うなど、県民の防災意識を向上させるための取組を行う必要があります。  

・ 令和元年東日本台風等の検証事業で実施した被災世帯を対象としたアンケート調査によると、市町村が発令した「避

難情報」をきっかけに避難した方は少なかった一方で、事前に具体的な計画を立てていた方ほど早めの避難行動をして

いたことが分かりました。この調査結果を踏まえて、県民が迅速かつ適切な避難行動を実践するための取組を行う必要

があります。 

 

２ 地域防災活動について 

・ 大規模な風水害や地震が発生した場合、消防や自衛隊など公助の力のみで全ての方を救助・救出することは不可

能です。災害時等に地域で声を掛け合って避難したり安否確認したりできる共助の仕組みをつくっておくことが命

を守ることにつながります。また、避難した後の避難所生活においては、地域が主体的に避難所運営に関わること

で環境が改善します。検証事業で実施した市町村ヒアリングでは、そのような自主防災組織による命を守る地域防

災活動が確認されており、その取組を充実させていく必要があります。 

・ 自主防災組織は地域の共助の中心となって活動する地域防災活動の要となる組織です。本県においては、近年高

齢化等の様々な理由から自主防災組織カバー率が低下しており、地域防災活動を活性化させていく必要があります。 

 

３ 消防防災活動について 

・ 消防防災活動は常備消防だけでは限界があることから、「自らの地域は自ら守る」という精神に基づき活動する消

防団の活動が重要となります。近年の少子化や社会経済情勢の変化に伴い、本県の消防団員数は年々減少している

ことから、消防団の加入を促進して地域防災力の充実強化を図る必要があります。 

・ 大規模災害・林野火災、事故等が発生した際は、自主防災組織や消防機関、消防防災航空隊（消防防災ヘリコプ

ター）に加えて、警察や自衛隊、DMAT など様々な機関が活動します。有事の際に各機関が機動的に災害対応を行

                  

目  標 

現 状 と 課 題 

１ 防災の推進 
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えるよう、速やかな応援要請や連携した防災活動を実施できる体制を平時から構築する必要があります。 

 

 ４ 防災体制について 

・ 令和元年東日本台風等で亡くなった方の約６５%は高齢者であり、その多くは自宅で被災されました。検証事業

では命を守るための行政の取組として、切迫感のある避難情報を早期に発令して県民へ伝達すること、自力で避難

することが困難な避難行動要支援者への支援体制を早急に強化することなどの提言※を頂き、これらの実現に向けて

防災体制を整備していく必要があります。 

・ 災害時の避難所の生活環境改善や新型コロナウイルス感染症への対応強化に市町村等と連携して取り組むととも

に、被災された方の生活を速やかに再建するための体制を整備する必要があります。 

・ 激甚化する風水害や大規模地震等に対応するため、検証事業で頂いた提言※等を踏まえて、本県の防災体制を継

続的に強化していく必要があります。 

※ 提言の内容については、別紙「令和元年台風第１９号等に関する災害対応検証報告書（概要版）」参照 

 

 

 

● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 防災意識の向上と避難行動の実践                                    

 

・ 防災に関する出前講座や防災教育、地域における防災訓練等を通じて、過去の災害で得た教訓や激甚化する

風水害の現状について県民の理解を深め、防災意識の向上を図ります。 

・ 県民が災害時に適切な避難行動を実践できるよう、地域の災害リスクを周知するとともに、平時から自分の

避難行動（自宅等の水害リスク、避難場所やそこまでの経路、避難のタイミング等）を考える「マイ避難」の

取組を推進します。 

 

２ 地域防災活動の充実                                          

 

・ 自主防災組織の活動を促進するための研修会や訓練支援などを実施して、地域防災活動の充実を図ります。 

・ 地域防災活動の要となる自主防災組織の新規設立を促進するために市町村や町内会を支援し、県内自主防災組織

カバー率の向上を図ります。 

・ 地域の共助の要となる人材を増やすための取組を実施して、地域防災力の向上を図ります。 

 

 ３ 消防防災活動の充実                                          

 

・ 地域の安全と安心の根幹を担う消防団について、団員の確保と体制の強化に向けた支援を行います。 

・ 大規模災害やテロ等が発生した際に各防災機関が円滑に活動できるようにするため、平時から訓練等を実施して、

連携体制の強化を図ります。 

・ 消防防災ヘリコプターによる広域的・機動的な消防防災活動を実施します。 

 

４ 防災体制の整備                                            

 

・ 災害時に県民が命を守る早めの避難行動を実践できるよう、市町村の避難情報の早期発令を支援するとともに、

県民に分かりやすい防災情報の発信の在り方について検討を進めます。 

・ 市町村や地域、事業者等と連携して、社会全体で避難行動要支援者を支援するための体制づくりに取り組みます。 

・ 避難所や福祉避難所の指定を進めるとともに、感染症対策を含む避難所の運営体制の強化を支援します。 

・ 災害時に物資や応援職員を速やかに受入できるよう、受援体制を強化して県の災害対応能力の強化を図るととも

に、被災者生活再建支援を早期に実施するための体制づくりに取り組みます。 

 

 

 

施策展開の方向性 
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１ 防災意識の向上と避難行動の実践                                    

  

  〇防災に関する普及啓発 

防災に関する出前講座やセミナーの実施、ホームページ・各種広報媒体やイベント等による普及啓発、県危機管理

センター見学の積極的な受入などを通じて、地震や津波、風水害等を始めとした様々な災害に対する県民一人一人の

防災意識の高揚を図ります。 

 

 〇「マイ避難」の推進 

「ふくしまマイ避難ノート」や「マイ避難シート作成専用サイト」等を活用して、災害を自分ごとと捉え、日頃か

ら適切な避難行動を考える「マイ避難」の定着・実践に向けた啓発活動に取り組みます。 

 

〇学校における防災教育の実施 

防災をテーマとした学校行事や授業において、自然災害発生のメカニズムや本県の災害リスク、災害時の正しい行

動、負傷者に対する応急処置について学ぶことにより、防災を身近な問題として認識させ、危険を予測し、自らの判

断で行動できるよう取組を進めます。 

 

  〇防災訓練の促進 

将来想定される地震等の災害について県民へ広く周知を図るとともに、地域や市町村における防災訓練の実施を促

進します。 

 

  〇震災教訓等の伝承 

東日本大震災・原子力災害や自然災害等に関連する資料等を収集・保存し、広く県民に情報提供して、その教訓を次

世代に伝承します。 

 

２ 地域防災活動の充実                                           

 

〇自主防災組織の活動促進 

自主防災組織の活動を促進するため、市町村や自主防災組織を対象とした研修会等を開催し、地域における地区防

災マップや地区防災計画の作成を支援します。 

   

  〇自主防災組織新規設立の支援 

市町村へ必要な助言を行うとともに、自主防災組織のアドバイザーを派遣するなどして、自主防災組織の新規設立

を支援します。 

 

  〇地域防災活動の中心となる人材の育成 

 地域における共助の中心となる人材を一人でも多く育成するため、地域の指導的立場にある方（町内会長）等を対

象に、自主防災組織の活動に関する研修会を開催します。 

 

〇災害ボランティアセンター等との連携強化 

   大規模災害時に、被災者支援の重要な役割を果たしている災害ボランティア等が円滑に活動できるよう、災害

ボランティアセンターを設置･運営する社会福祉協議会やボランティア団体、その他関係団体との連携協力関係

の強化を図ります。 

 

 ３ 消防防災活動の充実                                          

 

〇消防団の充実強化に向けた取組                            

高校等における消防防災出前講座の開催や事業所訪問、消防団員の魅力向上につながるようなインセンティブ事業

施策推進に向けた具体的取組 
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【消防団員数の推移】 

の実施等により消防団への理解と加入の促進を図るとともに、市町村に対し火災予防活動や大規模災害時の活動など

一定の消防団活動のみを行う機能別団員制度の導入を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇防災機関が連携した各種訓練の実施 

「福島県地域防災計画」に基づき実施する「総合防災訓練」を始め、避難指示区域内を想定して実施する「大規模

火災対応訓練」、「多数傷病者対応訓練」などの各種訓練を実施し、防災関係機関、市町村、自主防災組織、医療機関、

地域住民等との連携強化を図ります。 

 

  〇テロ等対応能力の向上に向けた訓練の実施 

「福島県の国民の保護に関する計画」に基づき、市町村や国等と連携・協力して「国民保護訓練」を実施し、大規

模テロ等における対処能力の向上を図ります。 

 

〇消防防災ヘリコプターによる消防防災活動の実施 

 消防防災ヘリコプターを活用して救助活動や消火活動などの消防防災活動を行うとともに、平時から必要な訓練を

実施します。 

また、近隣自治体との災害時応援協定や消防庁の緊急消防援助隊の応援制度に基づき、大規模災害時の応援・受援

体制の強化を図ります。 

 

〇災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の整備 

災害発生時、被災地に迅速に駆けつけ救急治療を行う専門的な訓練を受けた災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を整

備するとともに、ＤＭＡＴ隊員の機能強化を図る研修を実施します。 

また、災害拠点病院、消防防災機関、ドクターヘリ等との連携を図りながら、支援及び受入に対応できる医療体制

の強化を図るとともに、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備を図ります。 

 

 

４ 防災体制の整備                                            

 

〇迅速な避難行動に向けた取組 

 令和３（２０２１）年５月の災害対策基本法の改正に伴う避難情報の変更等を踏まえ、県民へ避難情報や警戒レベ

ル情報の意味、テレビのデータ放送をはじめとした防災情報の入手方法などを継続的に周知していきます。 

また、災害の発生が予想される場合には、気象台と連携して市町村や関係機関へ防災情報を提供するともに、必要

な避難情報が漏れなく早期に発令できるよう市町村を支援します。 

 

  〇効果的でわかりやすい防災情報の発信 

平時から県ホームページや各種広報媒体を活用して、「マイ避難」をはじめとした災害への備えを呼びかけるととも

に、市町村が作成する各種ハザードマップ等を周知して県民へ地域の災害リスク等を伝達します。 

出典：県消防保安課調べ 
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また、気象台等と連携して、気象情報や土砂災害警戒情報、火山の噴火警報などを県公式防災ツイッター等で発信

し、県民の注意喚起を行います。 

さらに、県民が防災情報（気象情報、河川の水位情報、住民避難情報、避難所開設情報等）をわかりやすく入手で

きるようにするため、情報通信ネットワークの充実強化や防災情報の発信の在り方について検討を進めます。 

 

〇避難行動要支援者個別避難計画の作成支援 

 市町村の避難行動要支援者個別避難計画作成を支援するため、必要な助言を行います。 

また、市町村（防災部局・福祉部局）や地域（自主防災組織等）や民間事業者（福祉事業者やタクシー事業者等）

等が広く連携して、地域性を考慮したより実効性の高い計画を作成できるよう、計画作成事例の収集を行うとともに、

市町村へ横展開して情報の共有を図ります。 

 

○避難所の運営改善や福祉避難所の機能強化 

市町村等と連携しながら、避難所に必要な物資を備蓄するとともに、企業との災害時応援協定に基づく物資支援等

を活用して、避難所における生活環境の改善やプライバシーの確保、新型コロナウイルス感染症対策等に取り組みま

す。 

また、災害時に要配慮者が安全に避難できるよう、市町村における福祉避難所の指定を促進するとともに、福祉機

器等の調達等、福祉避難所の機能強化を支援します。 

なお、災害時には、避難所アセスメントシート等を活用して避難所に係る情報をきめ細やかに収集し、物資の提供

や保健師の派遣などを速やかに実施します。 

  

〇避難所における災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣体制の整備 

   大規模災害発生時における要配慮者の支援体制を整備するため、福祉や介護等の専門職団体を中心とした災害福祉

支援ネットワークの構築に取り組みます。 

また、避難所において災害関連死につながる二次被害を防止するため、避難所等における福祉ニーズの把握や、緊

急に介入が必要な要配慮者のスクリーニング、福祉避難所や福祉施設等との連携・調整、要配慮者の相談に応じた関

係機関への情報提供や支援のコーディネート等を行う、災害派遣福祉チーム（DWAT）の整備に努めます。 

 

  〇受援体制の整備 

大規模災害時に備えて、官民の連携強化により災害対応が効果的に行えるよう、民間企業や関係団体との連携協定

の充実を図ります。 

また、市町村が災害時に他の自治体からの応援職員を円滑に受け入れ、増大する業務に速やかに対応できるよう、

市町村の災害時受援計画の策定を支援し、被災者の生活再建や災害復旧が迅速に行える体制を整備します。 

 

  〇市町村等との連携による各種被災者支援制度の運用 

   住家被害の調査においては、先進地を参考に市町村や各種団体と連携しながら認定調査の迅速化・効率化に努め、

罹災証明書の速やかな発行を支援します。 

また、被災者生活再建支援制度による支援金や災害弔慰金等の支給、災害援護資金の貸し付けなどの各種支援制度

について県民へわかりやすく情報提供し、早期の生活再建を支援します。 

 

  ○被災宅地危険度判定士による支援 

   地震・大雨等の大規模な災害により、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、市町村の要請により被害の発生

状況を迅速かつ的確に把握し、二次災害の軽減、防止を図ります。 

 

  ○被災建築物応急危険度判定士による支援 

大規模地震時には、市町村の要請により被災した建築物を調査し、その後に発生する余震などによる建物の倒壊等

の危険性を判定することにより、生命に関わる二次被害の防止を図ります。 
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 【基本指標】 

 

 【補完指標】 

市町村 

（公助） 

・ 発災時（前）には空振りを恐れず早期に住民避難情報を発令するようお願いします。 

・ 避難行動要支援者の個別避難計画や市町村の災害時受援計画の策定をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 自主防災組織の活動を通じて地区防災マップや地区防災計画の作成、防災訓練の実施をお願いします。 

・ 事業者の皆様には、従業員の消防団活動への参加についてご理解いただき、活動に参加しやすい環境

の整備についてご協力をお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 平時から、市町村が作成するハザードマップ等で自宅の水害リスクなどを確認して「マイ避難」計画

を策定いただくとともに、災害が発生するおそれがある場合は、自分や大切な人の命を守るため、速や

かな避難行動を実施するようお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

自主防災組織活動カバー率 
令和 2 年度 

７５．２％ 

令和１２年度 

９０．０％ 
 

消防団員数の条例定数に対する充足

率 

令和２年度 

８８．４％ 

令和１２年度 

８８．４％ 
 

本県における防災士認証登録者数 
令和３年度 

２，９０２人 

令和１２年度 

４，８８０人 
 

災害時受援計画の策定市町村数 
令和 2 年度 

１５市町村 

令和１２年度 

５９市町村 
 

土砂災害に対する警戒避難を促す現

場標識の設置率 

令和２年度 

          ８％ 

令和１２年度 

１００％ 
 

被災宅地危険度判定士の人数 
令和２年度 

        ５７２人 

令和１２年度 

７００人 
 

被災建築物応急危険度判定士の人数 
令和２年度 

１，７１３人 

令和１２年度 

２，０００人 
 

自分の暮らす地域は、自然災害や大規

模な火災などに対して安心して暮ら

せる災害に強い地域だと回答した県

民の割合 

令和３年度 

４７．１％ 

令和１２年度 

４７％以上 
※意識調査 

指標名 現況値 目標値 備考 

避難行動要支援者個別避難計画策定

市町村数 

令和３年度 

３９市町村 

令和１２年度 

５９市町村 

 

大規模災害に備えて、避難場所の確

認や食料の備蓄などを行っていると

回答した県民の割合 

 

令和３年度 

４５．８％ 

令和１２年度 

１００％ 
※意識調査 

関係者に期待される役割 

指 標 
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福島県総合計画（企画調整部） 

福島県地域防災計画（危機管理部）、地震防災緊急事業五箇年計画（危機管理部） 

    福島県石油コンビナート等防災計画（危機管理部）、福島県の国民の保護に関する計画（危機管理部） 

  福島県医療計画（保健福祉部）、福島県災害医療行動計画（保健福祉部） 

福島県土木・建築総合計画 安全・安心、豊かさを次代につなぐ県土づくりプラン（土木部） 

福島県水防計画（土木部）、福島県下水道防災計画（土木部）、福島県耐震改修促進計画（土木部） 

指標名 現況値 目標値 備考 

災害に備えて、自分（自宅）の避難計

画を作成していると答えた県民の割

合 

令和３年度 

９．５％ 

令和１２年度 

３０．０％以上 
※意識調査 

災害医療コーディネーター数 
令和３年度 

１６人 

令和１２年度 

３０人 
 

消防団協力事業所表示制度を導入して

いる市町村の割合 

令和 2 年度 

３７．３％ 

令和１２年度 

７８．３％ 
 

住民や NPO などによる地域活動に

積極的に参加していると回答した県

民の割合 

令和３年度 

１６．７％ 

令和１２年度 

２８．０％以上 
※意識調査 

災害時の取るべき行動について考え

る「マイ避難」の取組について知って

いると回答した県民の割合 

令和３年度 

２５．３％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

関係する主な計画等 
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原子力発電所周辺地域の安全が確保され、 

県民が安心して暮らすことのできる地域社会を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 【はじめに】 

 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉については、「廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」に基づき、廃炉に向けた

取組が進められており、今後、１・２号機の使用済燃料の取り出しや１～３号機の燃料デブリの取り出し等が行われる予

定です。 

また、東京電力福島第二原子力発電所については、令和元（2019）年９月に廃炉が決定し、令和３(2021)年６月から

廃炉作業が開始されました。 

長期にわたる二つの原子力発電所の廃炉作業は、安全かつ着実に実施される必要があります。 

 

１ 廃炉・汚染水・処理水対策について 

・  福島第一原子力発電所の廃炉については、これまでの取組により着実に前へと進んでいる一方で、廃炉作業に伴うト 

ラブルが相次いで発生しており、多くの県民が不安を感じています。さらに、福島第二原子力発電所の廃炉についても、

福島第一原子力発電所の廃炉と並行して進められることから、引き続き、東京電力に対し、二つの原子力発電所の安全

対策に万全を期すとともに、着実に廃炉作業を進めるよう求めていく必要があります。 

・ ＡＬＰＳ処理水については、令和３（2021）年４月に、「多核種除去設備等処理水の処分に関する基本方針」が国に

おいて決定されましたが、この基本方針については、海洋放出に反対する意見、新たな風評を懸念する意見、陸上保管の

継続による復興や住民帰還への影響を危惧する意見など、様々な意見が示されています。 

・ ALPS 処理水の処分によって、これまで県民が積み重ねてきた風評払拭の努力を後退させることのないよう、県が国

に対し申し入れた「関係者に対する説明と理解」、「浄化処理の確実な実施」、「正確な情報発信」、「万全な風評対策と将来

に向けた事業者支援」及び「処理技術の継続的な検討」の５つの項目について、確実に実施される必要があります。 

 

 ２ 環境放射線モニタリングについて 

  ・ 原子力発電所周辺地域において、発電所からの放射性物質の放出を監視するためのモニタリング体制を充実させると

ともに、測定結果の迅速かつ分かりやすい公表に努め、県民の安全と安心の確保を図る必要があります。 

  ・ ALPS 処理水の海洋放出については、新たな風評が生じることを懸念する声が多く上がっており、県民の安心確

保と新たな風評を抑制するため、モニタリングを強化していく必要があります。 

 

３ 原子力防災体制について 

・ 令和３（202１）年 2 月に福島県沖で発生した最大震度６強の地震では、大きなトラブルには至らなかったものの、 

福島第一原子力発電所においても、１号機及び３号機の原子炉格納容器における水位低下などの事象が発生しました。 

原子力災害についても、いつ起きるか分からないという認識のもと、日頃からの備えが重要です。 

・ 緊急事態における原子力発電所に係る様々な事象に対応し、原子力発電所周辺地域を始め県民の安全・安心を確保す

るため、原子力防災体制の充実・強化を図る必要があります。 

  ・ 原子力災害が発生した場合又は発生するおそれが生じた場合には、関係機関と調整しながら、短期間で迅速かつ的確

に判断し、災害対応を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

                      

目  標 

現 状 と 課 題 

2 原子力発電所周辺地域の安全確保の推進 



27 

 

（参考）中長期ロードマップ 
「東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」

（中長期ロードマップ）は、福島第一原子力発電所の廃炉を進めていく上で、基本的な考え方や主要な
目標工程等を政府が定めたものです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 原子力発電所の安全監視とＡＬＰＳ処理水への対応                                    

 

・ 原子力発電所については、法令等により国が安全規制を一元的に担っていますが、県と周辺市町村は、事業者と

の間で締結している原子力発電所周辺地域の安全を確保するための協定などにより、一体となって長期にわたる廃

炉に向けた取組を監視し、地元自治体の立場から県民の安全と安心の確保に取り組みます。 

・ 福島第一・第二原子力発電所の廃炉作業について、長期的な監視を継続するとともに、廃炉作業の進捗状況や県

の安全監視の取組について、県民に分かりやすい情報提供を行います。 

・ ALPS 処理水の処分に関する基本方針に対しては、様々な意見が示されており、県が国に対し申し入れた５つの

項目について、国が責任を持って対応するよう関係部局が連携し取り組みます。 

 

２ 環境放射線モニタリングの実施と体制の充実・分かりやすい情報発信                                          

 

・ 原子力発電所周辺の空間線量率、空間積算線量、降下物、大気浮遊じん、土壌、上水、海水、海底土等の環境モ

ニタリングの実施と測定結果の公表について、ホームページや広報誌等を通じて迅速かつ分かりやすい情報提供を

行っていきます。 

・ ALPS 処理水の海洋放出については、国等に対してモニタリングの強化・拡充を求めるとともに、県が行うモニ

タリングについて強化を図ります。 

 

 ３ 原子力防災体制の充実・強化                                      

 

・ 県内原子力発電所において緊急事態が発生した場合に迅速かつ的確に対応できるよう、関係機関との連携強化を

図るとともに、原子力防災訓練を始めとする各種訓練の実施や防災資機材の更新、各種研修等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組項目 主な目標工程 
（中長期ロードマップ） 

現在の取組状況 

汚染水対策 汚染水発生量の抑制 
150 ㎥ /日 程度に抑制（2020 年内） 
100 ㎥ /日 程度に抑制（2025 年内） 

汚染水発生量を抑制するため、原子炉建屋・タービン建屋等への

屋根の設置・補修や敷地舗装（フェーシング）等の雨水対策を進

めている。 
使用済燃料

プールから

の燃料取り

出し 

１～６号機の燃料取り出しの完了 
（2031 年内） 

１号機：原子炉建屋上部のがれき撤去のための大型建屋カバー設

置作業を進めている。 
２号機：プール内の調査を実施し、核燃料等の損傷は確認されな

かった。 
３号機：2021 年 2 月に燃料の取り出しが完了した。 
４号機：2014 年 12 月に燃料の取り出しが完了した。 

燃料デブリ

取り出し 
初号機の燃料デブリの取り出し開始 
（２号機から着手） 
※ 2022 年頃に延期 
 

１号機：追加の格納容器内部調査及び分析を計画している。 
２号機：燃料デブリ取り出しに向けたロボットアームを開発して

いる。 
３号機：追加の格納容器内部調査及び分析を計画している。 

廃棄物対策 がれき等の屋外一時保管解消 
（2028 年度内） 

ガレキや伐採木、使用済保護衣を焼却する増設雑固体廃棄物焼却

設備及び低・中線量のガレキ等の分析を行う施設の整備を進めて

いる。 

施策展開の方向性 



28 

 

 

 

 

１ 原子力発電所の安全監視とＡＬＰＳ処理水への対応                                    

   

〇原子力発電所の安全監視 

福島第一・第二原子力発電所の廃炉作業が、中長期ロードマップや廃止措置計画等に基づき安全かつ着実に進めら

れるよう、現地駐在職員や、専門家と県、関係市町村で構成する「廃炉安全監視協議会」、県民や各種団体の代表者等

で構成する「廃炉安全確保県民会議」などの取組により厳しく監視します。 

また、現地での監視体制の強化について検討するとともに、廃炉監視に的確に対応できるよう専門的知識を持った

人材の確保・育成に努めます。 

 

  ○廃炉の進捗状況等の情報提供 

 廃炉の進捗状況や県の安全監視の取組等については、ホームページや広報紙等を通じて迅速かつ分かりやすい情報

提供を行います。 

 

  〇ＡＬＰＳ処理水への対応 

ＡＬＰＳ処理水については、国が前面に立ち、安全はもとより国内外に向けた正確な情報発信や万全な風評対策等

に関係省庁が一体となって取り組むよう引き続き求めていきます。 

   また、県においても、風評払拭に向けて、効果的な情報発信を進めていきます。 

 

２ 環境放射線モニタリングの実施と体制の充実・分かりやすい情報発信                                           

 

〇環境放射能の監視、測定及び公表 

原子力発電所周辺地域において環境放射能監視テレメータシステムによる環境放射線の常時監視を実施するととも

に、原子力発電所周辺の土壌、飲料水等の環境試料について、定期的に放射能の分析測定を行い、その結果について

公表します。 

 

  ○ALPS 処理水のモニタリング強化 

国等に対してモニタリングの強化・拡充を求めるとともに、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴う環境中の放射性物質 

濃度の変化を確認するため、海水等のモニタリングを強化し、結果については、ホームページ上で分かりやすく情報

発信していきます。 

 

 ３ 原子力防災体制の充実・強化                                     

 

〇原子力防災訓練 

国や市町村、関係機関と連携し、広域避難訓練や災害対策本部運営訓練を含めた原子力防災訓練を実施します。 

 

  ○原子力防災資機材の更新 

   サーベイメーターや保護具など緊急的に必要な原子力防災活動資機材を計画的に整備するとともに、適切に管理を 

行います。 

   

  ○原子力防災研修会の開催 

   原子力防災に関する知識の普及及び原子力災害への対応力の向上を図るため、県や市町村、防災関係機関等の職員 

を対象に、基礎的又は専門的な知識と技術を習得するための研修会を開催します。 

 

 

 

 

 

施策推進に向けた具体的取組 
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【基本指標】 

 

【補完指標】 

 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

福島県地域防災計画 原子力災害対策編（危機管理部） 

福島県原子力災害広域避難計画（危機管理部） 

福島県環境基本計画（生活環境部） 

福島県医療計画（保健福祉部）、福島県原子力災害医療行動計画（保健福祉部） 

 

 

 

市町村 

（公助） 

・ 原子力災害対策重点区域を含む市町村においては、広域避難を含め原子力災害を想定した体制整備等

をお願いします。  

・  原子力災害対策重点区域以外の市町村においても、他市町村からの避難者の受け入れや住民等への情

報提供など、原子力災害発生時に必要となる対応への体制整備等をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 
・ 原子力災害を想定した避難訓練の実施について協力をお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 市町村等が実施する原子力災害を想定した避難訓練への参加に協力をお願いします。  

・  放射線についての正しい理解をお願いします。   

指標名 現況値 目標値 備考 

日頃、放射線の影響が気になると回答

した県民の割合 

令和３年度 

２９．１％ 

令和１２年度 

２９％以下 
※意識調査 

指標名 現況値 目標値 備考 

市町村における原子力防災訓練実施

回数 

令和 2 年度 

３回 

令和１２年度 

６回 
 

原子力発電所現地確認調査回数 
令和２年度 

２６３回 

 

福島第一原発 

 平日毎日※ 

福島第二原発 

 必要に応じ実施 

※トラブル時は

随時 

原子力発電所周辺の空間線量率 

※原子力発電所周辺（UPZ：概ね 30

㎞圏内）に設置される監視局 39 局に

おける１時間値の最大値 

※単位μ㏉/時≒μ ㏜/時 

令和２年度 

４．５０μSv/h 

（大熊町南台） 

 

現況値以下 
 

関係者に期待される役割 

指 標 

関係する主な計画等 
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（参考）ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針の決定に対する県の申し入れ 
 

基本方針の主な内容 国に申し入れた事項 

 
  処理水の処分方法   

 
風評影響を最大限抑制するための放出方法 
・トリチウム濃度を規制基準の 1/40 まで大幅に希釈する。 

・放射性物質の分析に専門性を有する第三者も関与し確認する。 

・トリチウム以外の放射性物質について、規制基準を確実に下回るまで

浄化する。 

・処分設備に異常が生じた場合は、確実に放出を停止する。 

・2 年程度後を目途に福島第一原子力発電所構内から放出する準備を進 

める。 

モニタリングの強化・拡充 
・新たにトリチウ厶に関するモニタリングを漁場や海水浴場等で実施す

る。 

・地元自治体・農林水産業者及び IAEA（国際原子力機関)等も参画し、

客観性・透明性を最大限高める。  
               風評影響への対応    

 
国内に向けた取組 
・水産物のモニタリングを実施し、随時公表するなど、科学的根拠に基

づく情報を分かりやすく発信する。 

・ALPS 処理水の安全性等についての理解を得る取組を重点的に行うと

ともに、風評影響が生じた場合の対策について丁寧に説明する。 

・福島県及び県内自治体自らが行う風評払拭に向けた取組を支援する。 

海外に向けた取組 
・科学的根拠に基づくデータの情報発信を行う。 

・新聞やインターネット等を活用し、国外の消費者等に対する理解を深

める。 

・IAEA (国際原子力機関)等の国際機関の協力を得る。 

水産業の支援 
・水揚げを増やすための支援や、荷捌き場等の共同利用施設の整備など

の支援を継続する。 

・地元の仲買・加工業者が行う設備導入などを支援する。 

・地元及び海外を含めた主要消費地において、販路拡大・開拓支援に向

けた対策を拡充する。 

観光・商工業・農林業の支援 
・交流人□拡大による来訪者の増加や移住・定住の促進等の本格的復興

に向けた対策を講じる。  
   風評被害が生じた場合の対応   

 
東京電力へ指導する観点 
・画一的に賠償期間や地域、業種を限定することなく、被害の実態に見

合った必要十分な賠償を迅速かつ適切に実施すること。 

・風評被害が生じた場合における賠償の方針等を丁寧に説明し、理解を

得ること。 

・損害に関する立証の負担を被害者に一方的に寄せることなく被害者に

寄り添って迅速に対応すること。  
   将来に向けた検討課題   

 
将来生じ得る風評影響への対応 

・「ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係

閣僚等会議」(通称:実行会議)を設置し、必要な追加対策を機動的に実

施する。 

トリチウ厶の分離技術 

・新たな技術動向を注視し、現実的に実用化可能な技術があれば、積極

的に取り入れていく。 

その他の取組 

・汚染水の発生量を可能な限り減少させる取組を続けていく。   

 
 
① 関係者に対する説明と理解 
・ＡＬＰＳ処理水の取扱いに関する理解が深まるよ

う、国の基本方針等について、農林水産業や観光

業の関係者を始め、県内の自治体等に対し、丁寧

に説明すること 

 
 
② 浄化処理の確実な実施 
・浄化処理を確実に実施するとともに、第三者機関 

による比較測定等を行い、処理過程の透明性を高 

めること 

・地元関係者などの立ち会いのもと環境モニタリン

グを実施すること 

・設備に異常が生じた場合の緊急停止措置などの安

全対策を講じること 

・処理水の元となる汚染水の発生量を、これまで以

上に抑制する対策を講じること 

 
 
③ 正確な情報発信 
・トリチウムに関する科学的な性質や、国内外にお

けるトリチウムの処分状況、環境モニタリング結

果など、正確な情報を広く国内外に伝え、本県の

状況が正しく理解されるよう取り組むこと 

 
 
④ 万全な風評対策と将来に向けた事業

者支援 
・新たな風評を発生させないという強い決意のも

と、厳しい環境に置かれている水産業を始め、県

内の農林業や観光業などに対する万全な風評対

策を講じること 

・特に処理水の取扱いは長期に及ぶことから、水揚

げされた水産物が全量、適正な価格で取引される

など、事業者が将来にわたって、安心して事業を

営むことができるような仕組みを国において構

築すること 

・そうした対策を講じても風評被害が発生する場合

には、東京電力に対し確実な賠償を行うよう指導

するなど、国が責任を持って対応すること 

 
 
⑤ 処理技術の継続的な検討 
・国において卜リチウムの分離技術を研究開発する

機関を明確に位置づけること 

・引き続き新たな技術動向の調査や研究開発を推進

すること 

・実用化できる処理技術が確認された場合には、柔

軟に対応すること 
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犯罪がなく県民が安心して暮らすことのできる地域社会を実現します。 

 

 

 

 【はじめに】 

近年、刑法犯認知件数については減少傾向が見られますが、なりすまし詐欺、サイバー犯罪等のような非対面型犯罪が

増加するなど、犯罪の傾向自体に変化が認められ、治安情勢は依然として予断を許さない状況にあります。 

   こうした社会情勢に応じて変化する犯罪の犯行手口や被害実態に応じた対策については、弾力的・集中的に講じること

が不可欠です。 

 

１ 防犯意識について 

・ 安全と安心を実感できる地域社会の実現は、警察など行政機関の活動のみで達成できるものではなく、地域住民一人

一人が日頃から高い防犯意識を持って自主防犯対策に取り組むことが大切です。 

 

２ 自主防犯活動について 

・ 自主防犯活動の中心を担ってきた地域リーダーの高齢化や次世代への継承が困難な状況が見られる等、自主防犯活動   

の維持に対して様々な問題が顕在化しています。防犯ボランティア団体は、地域の実情に応じた防犯パトロールや防犯 

診断、子ども見守り活動等、自主的な防犯活動に取り組んでおり、地域安全のけん引役として犯罪の未然防止と地域の 

安全確保に大きな役割を果たしています。こうした防犯ボランティア団体等による活動が活性化され、地域における防 

犯意識の高まりにつながるよう、自治体や警察による助言や指導、情報の提供、団体と連携した取組が必要です。 

・ 県民の自主的活動が実りある取組となるためには、声掛け事案などの発生情報や防犯情報を即時に提供する必要があ 

るほか、地域で発生する事件事故の発生情報や被害に遭わないための対応方法について、迅速かつ的確に周知する必要   

があります。 

 

３ 防犯環境について 

・ 防犯の推進に向けては、犯罪により発生しやすい場所や特徴があることから、自助、共助、公助の視点で連携を図り、

防犯灯や防犯カメラ等の防犯設備を設置するなど、防犯環境の整備を促進する必要があります。 

  ・ 特に、子どもの安全確保に向けては、学校周辺や通学路の点検、学校施設設備の定期的な点検に加え、子どもの防犯

意識の向上に向け、心身の発達や年齢に応じた防犯教育を実施する等の取組を行っていく必要があります。 

 

４ 防犯体制について 

・ 強盗等の凶悪犯罪や手口が巧妙化するなりすまし詐欺、サイバー犯罪に対しては、県警察は、市町村、事業者、その

他の関係機関等と連携した各種施策を推進するほか、被害の未然防止を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

目  標 

現 状 と 課 題 

３ 防犯の推進 
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● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 防犯意識の向上                                            

 

・ 地域における治安の維持向上には、県民一人一人が防犯意識を高く持ち、身近なところから防犯へ取り組むこと

が重要なため、広報誌やホームページ等、様々な媒体を活用した啓発活動に取り組むとともに、事業者等への防犯

対策に関する助言・指導等の活動を推進します。 

 

２ 防犯活動の充実                                            

 

・ 関係機関・団体、地域住民等が連携し、高い規範意識と強い絆の下、安全で安心なまちづくりに向けた機運が醸

成され、地域における自主防犯活動を始めとした防犯への取組が円滑に行われるよう、助言や指導、情報の提供等

の活動実態に応じた支援を行います。 

 

 ３ 防犯環境の整備                                            

 

・ 空き巣等の住宅侵入犯罪は無施錠箇所から侵入されることが多く、自転車盗は駅駐輪場等における被害が多いな

ど、それぞれの犯罪により発生しやすい場所や特徴があることから、施設の管理者と連携を図り、防犯灯や防犯カ

メラ等の防犯設備の設置促進や防犯性能の高い住宅の普及に向けた啓発活動等、防犯環境整備に向けた取組を行い

ます。 

また、各学校での施設・設備の点検や防犯教室の開催等により、子どもの事故や犯罪からの安全確保に向けた取

組を推進します。 

 

４ 防犯体制の整備                                            

 

・ 各種業態、事業者において強盗等の被害の未然防止に向け模擬強盗訓練や、防犯診断等の各種施策を推進すると

ともに、市町村、事業者その他の関係団体等と連携し、地域の実態に即した総合的な犯罪抑止対策を講じ、県民の安

全と安心の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性 

出典：福島県警察本部集計 
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１ 防犯意識の向上                                            

   

〇防犯に関する情報提供、指導を通じた取組 

   交番・駐在所の警察官が各家庭を訪問して、事件・事故等の被害防止等を指導する巡回連絡に積極的に取り組むと

ともに、交番・駐在所速報やミニ広報紙による情報提供を行います。 

 

  〇地域安全情報の発信 

   メールやＳＮＳを活用し、犯罪情報や防犯情報を配信するとともに、なりすまし詐欺、声掛け事案、強盗、その他

必要と認めた犯罪等の発生傾向等を分析して注意を呼び掛ける地域安全情報を発信します。 

 

  〇子どもの安全教育の充実 

   子ども自身が犯罪から身を守るためには、子どもの防犯意識の向上を図る必要があることから、防犯教室を開催す

るなど安全教育の充実に努めます。 

 

  〇サイバー犯罪被害防止 

   サイバー犯罪被害に遭わないため、全ての年齢層を対象とした被害防止講座等の実施やホームページ、ＳＮＳ等、

多様な手段の活用による幅広い広報啓発活動を推進します。 

 

２ 防犯活動の充実                                            

 

〇防犯ボランティア活動支援 

   防犯ボランティア団体において、効果的で効率的な自主防犯活動が展開できるよう、関係機関が連携して、有用な

情報を提供するなど、防犯ボランティア活動の支援に努めます。               

   また、装備資機材が不足している防犯ボランティア団体等に対する支援を行うとともに、青色回転灯装備車両によ

るパトロールの実施台数の拡大を図るなど、防犯ボランティア活動の支援に努めます。 

 

  〇各主体が連携した地域安全活動の推進  

   防犯連絡所、消防団、町内会、各種ボランティア団体等との連携を図り、「防犯診断」「子ども見守り活動」等に対

して助言や指導を行うとともに、連携して活動を行うなど、地域安全活動を積極的に推進します。 

 

  〇被災者等による自主防犯組織への支援 

   災害・復興公営住宅等入居者の安全・安心を確保するため、自治会等と連携した治安対策や被災者や事業者等によ

る自主防犯組織の活動支援に努めるとともに、避難指示解除に伴い活動を再開した防犯ボランティアの活動支援に努

めます。 

 

 ３ 防犯環境の整備                                            

   

〇地域社会の連携による子どもの安全確保 

   子どもへの声掛け事案の情報共有や登下校時間帯を始めとして通学路や公園等において子どもの見守り活動によ

り警戒を行うとともに、不審者の早期発見等により被害を防止するため、警察、学校、防犯関係団体、保護者等の地

域社会の連携をより一層強化して子どもの安全確保対策を推進します。 

 

  〇学校における安全確保 

   各学校において整備した危機管理マニュアルがしっかり機能するよう、随時の見直しと教職員に対する研修等を行

うなど、子どもの安全確保の徹底を指導します。 

   また、校舎、体育館、プールなどの施設・設備の定期点検及び日常点検の実施を指導し、子どもの安全確保の徹底

を図ります。 

施策推進に向けた具体的取組 



35 

 

 

  〇犯罪が起こりにくい環境整備 

   道路、公園、駐車場・駐輪場について、自治体や施設の管理者と連携を図り、周囲からの見通しの確保や、防犯灯、

防犯カメラの設置などによる犯罪が起こりにくい環境の整備に努め、犯罪抑止対策を推進します。 

   

４ 防犯体制の整備                                            

 

〇地域に密着した警防活動の推進 

 犯罪や事故のない安全と安心を実感できる社会を構築するため、地域の実態に即したパトロールや巡回連絡、立番

等の街頭活動を推進し、犯罪の未然防止活動や職務質問による犯罪の検挙に努めるとともに、県民の声に耳を傾け、

地域に密着した活動を推進します。 

 

〇金融強盗、「なりすまし詐欺」等被害の防止 

金融機関に対する強盗等の未然防止のため、模擬強盗訓練や店舗に対する防犯診断等により自主防犯体制の整備を

図ります。 

   また、なりすまし詐欺を未然に防止するため、金融機関を始めとする関係機関・団体と警察の緊密な連絡体制の下、

各種被害防止対策を推進します。   

   

  〇店舗対象の強盗事件等被害の防止 

   コンビニエンスストア等対象の強盗事件等の未然防止に向けて、管理者対策と自主防犯体制の整備を促進するほか、

模擬強盗訓練や店舗に対する防犯診断等の各種施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【基本指標】 

 

 

 

 

市町村 

（公助） 

・ 犯罪の起こりにくい、抑止力の高い地域形成に向けた取組の推進をお願いします（例：関係団体への

情報提供や連携、防犯灯や防犯カメラ等の設置及び利活用等）。 

・ 防犯ボランティア団体等の活動に対する支援をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 
・ 地域防犯の基礎となる防犯ボランティア団体等の活動に積極的に取り組むようお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ お住いの地域の防犯力向上に向け、地域の防犯ボランティア活動や、通学路、公園等での子どもの見

守り活動等への参加をご検討ください。 

・ 空き巣等の住宅侵入犯罪を防ぐため、日常での施錠確認や防犯性能の高い設備（防犯ブザー、ディン

プルキー等）の整備についてご検討をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

犯罪発生件数 

（刑法犯認知件数） 

令和２年 

      ７，６５５件 

令和１２年 

前年比減少を目指す 

 

関係者に期待される役割 

指 標 
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 【補完指標】 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

  福島県犯罪被害者等支援計画（生活環境部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

なりすまし詐欺の認知件数 令和２年 

        １３５件 

令和１２年 

前年比減少を目指す 

 

なりすまし詐欺の被害額 令和２年 

    ２２，７９５万円 

令和１２年 

前年比減少を目指す 

 

通学路における安全対策の完了率 令和 2 年度 

４９％ 

令和 12 年度 

７５％ 

 

現在自分が暮らす地域（仮設住宅・借

り上げ住宅も含む）の治安は良いと回

答した県民の割合 

令和３年度 

       ５１．５％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

関係する主な計画等 
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出典：県児童家庭課調べ 

出典：県高齢福祉課調べ 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

 

 

 

 

 

児童、高齢者若しくは障がい者に対する虐待又は配偶者に対する暴力による 
重大な人権侵害を防止し、県民が安心して暮らすことのできる地域社会を実現します。 

 

 

 

 

 【はじめに】 

近年、虐待の根絶に向けた取組が進む一方で、依然としてＤＶ（ドメスティック・バイオレンス：配偶者等からの

暴力）や児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待など、家庭内や施設内等で弱い立場に置かれがちな人々への虐待が潜

在化しています。特に、被害者が子どもや高齢者、障がい者、外国人等である場合は、その背景や事情にも配慮する

必要があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う生活環境の変化等により、児童虐待やＤＶ被害の増加が懸念されて

います。 

こうした状況下において、人権の尊重の視点が一層重要性を増しており、支援を必要とする人それぞれの状況に応

じたきめ細かな相談・援助体制を充実させ一人一人が個人として尊重され、全ての人が個性と能力を発揮し活躍でき

る社会、誰もが安心して暮らすことのできる社会づくりを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 虐待等防止のための意識について 

・ 暴力や虐待は、人間の尊厳の否定や人権侵害に当たるものです。虐待については、地域住民や関係機関に対し、

虐待の通報義務など制度に関する知識の普及や理解の促進、相談・通報窓口の周知が必要です。 

・ また、例えば、虐待を受ける高齢者には、認知症の方や要介護の認定を受けた方が多いことから、認知症や介護

                    

目  標 

現 状 と 課 題 

4 虐待等対策の推進 
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に関する知識、介護サービスの適切な利用など、虐待の態様に応じた知識や利用できるサービスなど各種制度につ

いても理解する必要があります。 

 

 ２ 虐待等の防止体制について 

  ・ ＤＶや児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待の未然防止、早期発見、早期対応に向けた体制の整備が求められて

います。 

・ 虐待防止に向けては、住民に最も近い市町村の果たすべき役割が重要であることから、その円滑な取組のための

市町村ネットワークが有機的に機能することが求められています。また、虐待の早期発見と未然防止、虐待が発生

した際の対応には、防止体制の強化や地域住民の認識を深め、地域が一体となって対応することが重要です。 

・ 令和２（２０２０）年４月施行の児童福祉法等の改正を踏まえ、国は「体罰によらない子育て」の普及啓発に取

り組んでおり、本県においても親権者は児童に体罰を行ってはならないことを広く周知していく必要があります。 

  また、令和２（２０２０）年４月施行の「福島県子どもを虐待から守る条例」に基づき、社会全体で児童虐待防

止に関する理解を深め、実効性のある防止体制を確立する必要があります。 

 

３ 虐待等の被害者等への対応について 

 ・ ＤＶや児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待は、身体のみならず生命にまで及ぶことから、被虐待者の安全確保

を最優先に保護を実施する必要があります。 

 ・ ひとり親家庭や高齢者、障がい者等は、身体的な困難に加え、精神的、経済的な困難につながる場合があること

から、自立や就業支援等の複合的な課題に包括的な支援を行っていく必要があります。 

 ・ 暴力や虐待への対応については、地域や関係機関が情報や考え方を共有し、適切な連携の下で対応していく必要

があります。 

 

 

 

 

 

● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 虐待等防止のための意識の向上                                    

 

・ 暴力や虐待は、人間の尊厳の否定や人権侵害に当たるものであり、これらを未然に防止し、早期に発見し、対応

するため、地域住民の認識を深め、地域を挙げた対応が取れるよう意識啓発に取り組みます。 

  ・ また、多様性を尊重し認め合う社会の実現と、偏見や差別の解消に向けて、人権の尊重に関する啓発などの取組

を進めます。 

 

２ 虐待等の防止体制の強化                                          

 

・ 虐待等の未然防止に向けては、関係機関が情報や考え方を共有し、適切な連携の下で対応していくことが重要で

あるため、DV や児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待の未然防止、早期発見、早期対応に向けた体制を強化する

とともに、地域における見守り力の向上に取り組みます。 

・ ＤＶや児童、高齢者、障がい者の虐待防止に向けて、住民に最も近い市町村の果たすべき役割が重要であること

から、その円滑な取組のための体制強化を促進します。 

 

 ３ 虐待等の被害者又はその家族等への支援                                 

 

・ ＤＶや児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待は、身体のみならず生命に重大な危険が生じるおそれがあることか

ら、被害者の安全確保を最優先に保護活動を行います。 

・ 虐待を行った家族等に対する支援を行い、養護者等の負担軽減を図るとともに、虐待等の被害者に対し、自立や

就業支援等の複合的な課題に向けた包括的な支援に取り組みます。  

 

施策展開の方向性 
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１ 虐待等防止のための意識の向上                                     

 

  〇暴力、虐待防止の周知啓発 

 ＤＶや児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待については、大人から子どもまでを対象とした人権教育や各種広報媒

体を活用した虐待防止に関する制度の周知、関係機関への啓発等により社会全体の認識を深めるよう努めるとともに、

関係機関スタッフの対応力向上を図るため、研修の充実等に取り組みます。 

 

〇障がい者の権利擁護の推進 

   障がい者の権利擁護については、障がいの有無にかかわらず、互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会

の実現に向け、障がい者への関心と理解が促進されるよう意識啓発を図ります。 

 

  〇施設等における虐待防止対策 

   児童、高齢者、障がい者等の権利を擁護するため、施設等における虐待の未然防止を図ります。さらに、虐待の早

期発見、早期対応を含め、対策の実効性を高めるため、施設等に対して、虐待に関する職場内研修の実施や苦情処理

体制の整備など、虐待防止に向けた体制整備について周知徹底を図るとともに、施設職員等に対する研修の充実に努

めます。 

 

２ 虐待等の防止体制の強化                                          

 

〇関係機関連携による DV 防止対策 

   「福島県ドメスティック・バイオレンス対策連携会議」の構成機関が有機的に連携し、協力を図りながら、ＤＶの

防止と被害者の保護・自立支援に当たります。 

 

〇児童相談所による総合的な支援の強化 

  児童相談所は、中核的専門機関として関係機関と連携を図りながら、早期発見から虐待を受けた児童の自立に至る

までの総合的な支援を行います。     

  また、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応を図る上で、地域の事情を最も把握している市町村が中心となっ

て関係機関が連携・協力する「要保護児童対策地域協議会」の役割が重要であるため、有機的に機能するよう支援に

努めます。 

 

 〇高齢者虐待に関する市町村ネットワークへの支援 

  各市町村においては高齢者虐待防止ネットワークが構築されており、同ネットワークが十分に機能するよう支援し

ます。                                  

   

 〇障がい者虐待防止ネットワーク構築 

   障がい者への虐待の防止と早期発見のため、市町村が中心となった地域の実情に応じた関係機関との連携・協力体

制の構築を支援します。 

 

 ３ 虐待等の被害者又はその家族等への支援                                 

   

〇関係機関連携による DV 被害者支援 

   ＤＶ被害者支援と同伴者の保護・自立支援のため、女性のための相談支援センターが配偶者暴力相談支援センター

の中核となって、関係機関と連携して対応します。                

   

  〇虐待を受けた児童への保護・支援 

   虐待により心に深い傷を抱える児童については、家庭的な雰囲気の中で愛着と理解をもって養育する里親制度や、

心理療法によるケア及び小規模なグループによりケアを行う児童養護施設における養育により、手厚い保護・支援に

施策推進に向けた具体的取組 
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取り組みます。 

 

  〇高齢者虐待の被害者等への支援 

   虐待を受けた高齢者や虐待を行った家族等への支援が適切に行われるよう、支援を行う市町村や地域包括支援セン

ターの職員等に対し、虐待への対応能力向上のための研修を実施するとともに、必要な助言を行います。 

   また、成年後見制度は権利擁護支援の重要な手段の一つであり、その利用促進に向けた各市町村が取り組む地域連

携ネットワークの構築など体制整備を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【基本指標】 

 

 

【補完指標】 

市町村 

（公助） 

・ 関係機関と連携し、ＤＶや虐待事案の未然防止、早期発見に向けた取組の強化及び早期対応のた

めの相談体制の充実をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 虐待に関する職場内研修の実施や苦情処理体制の整備など、虐待防止に向けた体制の整備及び

強化に努めていただくようお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ ＤＶや虐待の未然防止、早期発見に向け、地域での見守り活動や発見時の通報等についてご協力

をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

配偶者暴力防止法に基づく基

本計画策定市町村数 

令和２年度 

２３市町村 

令和６年度 

３０市町村 

 

児童、配偶者、高齢者、障がい

者などに対する虐待や暴力が

なく、安心して暮らせる地域だ

と回答した県民の割合 

令和３年度 

７０．７％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

指標名 現況値 目標値 備考 

児童虐待相談対応件数 
令和２年度 

     １，８７１件 

数値は毎年度把握し分析する

（目標値は設定しない） 

 

配偶者暴力相談支援センター

での相談件数 

令和元年度 

     １，６２７件 

数値は毎年度把握し分析する

（目標値は設定しない） 

 

高齢者虐待相談・通報件数 

（養護者による高齢者虐待） 

（養介護施設従事者等による

高齢者虐待） 

令和元年度 

養護者      ４６８件 

養介護施設従事者等 ２２件 

数値は毎年度把握し分析する

（目標値は設定しない） 

 

関係者に期待される役割 

指 標 
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福島県総合計画（企画調整部） 

福島県ドメスティック・バイオレンスの防止及び被害者の保護・支援のための基本計画（保健福祉部） 

   ふくしま新生子ども夢プラン（保健福祉部） 

  ふくしま高齢者いきいきプラン 2021（保健福祉部） 

  福島県障がい者計画（保健福祉部） 

   ふくしま男女共同参画プラン（生活環境部） 

  福島県犯罪被害者等支援計画（生活環境部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

障がい者虐待相談・通報件数

（養護者による障がい者虐

待） 

（障害者福祉施設従事者等に

よる障がい者虐待） 

令和２年度 

・養護者      ９１件 

９１件 

・障害者福祉施設従事者等 

          １７件 

１７件 

数値は毎年度把握し分析する

（目標値は設定しない） 

 

関係する主な計画等 
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交通事故がなく県民が安心して生活することのできる地域社会を実現します。 

 

 

 

 

 【はじめに】 

本県の交通事故は年々減少傾向にありますが、東北各県と比較しても交通事故死者数が多いことから、交通事故防 

止対策は今後も全力を挙げて取り組むべき課題となっています。 

特に、交通事故死者に占める高齢者の割合が全体の半数以上であることや、今後も高齢化が急速に進むことを踏ま 

  えると、高齢者の交通事故防止対策は重要な課題です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 交通安全意識について 

・ 交通事故根絶に向けた取組は、絶え間なく続けていかなければなりません。県や市町村、関係団体だけでなく、

県民一人一人が高い意識を持って取り組むことが大切です。 

  特に、交通事故死者に占める高齢者の割合が全体の半数以上であることや、今後も高齢化が急速に進むことを踏

まえると、高齢者が安全かつ安心して外出や移動できるような交通社会の形成が必要であるとともに、多様な高齢

者の特性を踏まえたきめ細かな交通事故防止対策が重要な課題となっています。 

・ このことから、今後の交通安全対策は、高齢者の特性を理解した交通安全教育を始め、あらゆる世代に対する交

通安全意識啓発活動を通じ、交通安全意識の変容を促し、積極的な交通安全活動への参加促進等が求められていま

す。 

・ 全ての県民を交通事故から守るため、幼児から高齢者に至るまで、心身の発達や年齢に応じた交通安全教育によ

り、交通安全意識を向上し、交通マナーを身に付ける必要があります。 

 

                        

目  標 

現 状 と 課 題 

５ 交通安全の推進 

出典：福島県警察本部集計 
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 ２ 交通安全活動について 

  ・ 県内各地で交通ボランティア団体が自主的な交通安全活動に取り組んでおり、地域の交通事故防止に大きく貢献

しています。これら交通ボランティア団体等の活動が効果的・持続的に展開されるよう、自治体、警察等との連携

や、自治体、警察等による積極的な指導・支援が求められています。 

  ・ 交通安全教育や広報啓発活動等、地域住民と一体となった交通安全活動を推進するとともに、悪質・危険な運転

の根絶等道路交通秩序の維持を図り、交通事故を抑止します。 

 

３ 道路交通環境に配意した交通安全対策について 

 ・ 交通事故は、道路構造や交通状況などの事故発生地点付近における道路交通環境等が大きく影響しています。こ

うした道路交通環境の整備に当たっては、地域によって道路環境や利用環境が異なることから、地域住民の声を踏

まえながら取り組む必要があります。 

  ・ 少子高齢化がますます進行する社会情勢の中で、高齢者、子ども、障がい者等の交通弱者の安全を確保するため、

生活道路の道路交通環境整備に配意した交通安全対策を推進する必要があります。 

 

 

 

 

● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 交通安全意識の向上                                         

 

・ 交通事故根絶に向けた取組は絶え間なく続けていく必要があり、県や市町村、関係団体だけでなく、県民一人一

人が高い意識を持って取り組むことが重要です。このため、高齢者の特性を理解した交通安全教育を始め、あらゆ

る世代に対する交通安全意識啓発活動を通じ、交通安全意識の変容を促し、積極的な交通安全活動への参加促進等

に向け、周知啓発に取り組みます。 

 

２ 交通安全活動の充実                                          

 

・ 交通ボランティア団体等の活動が効果的・持続的に展開されるよう、自治体、警察等との連携や、自治体、警察

等による積極的な指導、支援に取り組みます。 

・ 令和 2（２０２０）年 6 月の道路交通法改正により施行された、妨害運転(「あおり運転」)、著しい速度超過な

ど、悪質性、危険性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

 

 ３ 道路交通環境に配意した交通安全対策の推進                               

 

・ 悲惨な交通事故から県民を守るため、各市町村が策定する通学路交通安全プログラムに基づき、学校関係者、警

察、道路管理者が合同で点検を実施するとともに、多角的見地から交通事故の発生実態や交通情勢の変化を分析し、

分析結果に基づく交通安全対策や交通規制、交通指導取締り等の総合的な交通事故防止対策を推進し、秩序ある安

全で快適な交通社会の実現を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性 
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１ 交通安全意識の向上                                           

 

〇段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

交通安全意識を向上させ、交通マナーを身に付けていただくため、幼児から高齢者に至るまで、心身の発達や年齢

に応じた交通安全教育を行います。     

また、高齢者自身の交通安全意識の向上に努めるとともに、他の世代に対しても高齢者の特性を知り、高齢者に配

慮する意識を高めるための啓発等を行うなど、高齢者が関与する事故防止対策を強化します。 

 

  〇住民参加と協働の推進 

   交通安全意識の向上を図るため、行政、関係民間団体等が緊密な連携の下に施策を推進するとともに、地域におけ

る交通ボランティア等が主体となって身近なところから交通安全活動に取り組むなど、住民の参加・協働型の交通安

全活動を推進します。 

 

２ 交通安全活動の充実                                          

 

〇民間団体等の主体的活動の推進 

   交通安全を目的とする民間団体については、交通安全に必要な資料の提供を充実するなど、その主体的な活動を促

進するとともに、地域団体、自動車製造・販売団体、自動車利用者団体等に対して、それぞれの立場に応じた交通安

全活動が効果的かつ積極的に行われるよう、季節ごとの交通安全運動等の機会を利用して働きかけを行います。 

 

〇交通ボランティア活動支援 

   地域に根ざした交通安全活動を展開する交通ボランティア団体との連携・協力を強化するとともに、学校周辺の通

学路等でのパトロール活動、保護誘導活動の従事者や交通安全教育の指導者の育成に努めます。 

 

〇交通規則遵守の推進 

令和 2（２０２０）年 6 月の道路交通法改正により施行された、妨害運転(「あおり運転」)、著しい速度超過など、

悪質性、危険性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

 

 ３ 道路交通環境に配意した交通安全対策の推進                               

   

○通学路交通安全プログラムに基づく交通安全対策 

   各市町村が策定する通学路交通安全プログラムに基づき、学校関係者、警察、道路管理者が合同で点検を実施し、

必要な交通安全対策を講じます。 

 

〇事故分析による事故削減対策 

   交通事故が多発している箇所について、道路環境を踏まえた事故分析を行い、国や市町村、関係機関と連携しなが

ら、効果的な事故削減対策を講じます。 

 

  〇地域の特性に応じた交通規制 

   警察による面的低速度規制（ゾーン３０）と道路管理者による凸型路面や狭さく、シケインなどの物理的デバイス

を適切に組み合わせて実施する「ゾ－ン３０プラス」の取組を推進します。 

 

  〇地域住民と連携した｢人｣優先の道路交通環境整備 

交通安全の確保は、道路利用者の生活、地域の経済、社会活動に密着した課題であることから、道路交通環境の整

備に当たっては、地域住民や道路利用者の意見を踏まえるとともに、高齢者や子ども、障がい者を含む全ての人々に

とって安全で安心できる「人」優先の考え方に基づき、地域の実情に応じた効果的・効率的な対策を推進します。 

 

施策推進に向けた具体的取組 
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 【基本指標】 

 

 【補完指標】 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

福島県交通安全計画（生活環境部） 

福島県犯罪被害者等支援計画（生活環境部） 

特定交通安全施設等整備事業実施計画（警察本部・土木部） 

 

 

市町村 

（公助） 

・ 各種団体の交通安全に関する活動を支援するため、関係する資料や情報等の提供、運営に対する

財政的補助等の支援策の推進をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 地域団体、自動車製造・販売団体、自動車利用者団体等においては、それぞれの立場に応じた交

通安全活動への積極的な取組についてお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 自らが交通ルールの遵守と交通マナーの実践を心がけるとともに、地域の交通安全推進のため、

交通安全ボランティア活動等への参加についてご検討をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

交通事故死者数 
令和２年 

        ５７人 

令和１２年 

       ４５人以下 

 

交通事故傷者数 
令和２年 

     ３，８５７人 

令和１２年 

    ２，４８０人以下 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

通学路における安全対策の完了率 

（再掲） 

令和 2 年度 

４９％ 

令和 12 年度 

７５％ 
 

交通事故がなく安心して暮らせる環

境が整っていると回答した県民の割

合 

令和３年度 

４５．７％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

関係者に期待される役割 

関係する主な計画等 

指 標 
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県民の健康で健やかな生活を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 【はじめに】 

新型コロナウイルス感染症を始め、結核、エイズ、麻しんなどの感染症がひとたび発生し、感染拡大が生じた場合には、

個人の健康のみならず、社会全体に深刻な影響を及ぼします。日頃から、感染拡大防止に向けた取組を行い、県民への理

解と協力を呼びかけることが重要です。さらに、東日本大震災及び原子力災害により今後も避難生活の長期化が予想され

ることに加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による県民の心の健康への影響も懸念されます。 

また、健康長寿の実現のため、県内死亡原因のうち大きな割合を占める生活習慣病について、1 人 1 人が正しい知識を

身につけ、生活習慣の改善への関心を高める必要があります。中でも、献血は人の命を救うことが実感できる身近なボラ

ンティアであるとともに、自分の健康状態も確認できるツールとなり得ます。少子高齢化の進行により、将来的な血液不

足が懸念されることから、県民に献血への理解と協力を継続的に呼びかけることが重要です。 

 

１ 疾病に対する知識や行動について 

・ 新型コロナウイルス感染症等を始め、結核、エイズ、麻しんなどの感染症の感染拡大を防止するため、行政や医療機

関が迅速かつ的確な措置を講じることはもとより、県民一人一人が感染症に対する正しい知識を持って行動することが

求められています。 

・ 現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、様々な活動に甚大な影響を与えています。新興感染症の鎮静化には、

正しい知識の普及啓発と拡大防止対策の徹底が必要です。 

・ 県内死亡原因の約６割は生活習慣病によるものであり、自分の健康は自分で守るというセルフケアを基本とした生活

習慣を心がけ、実践することが大切です。特に、死亡者割合の多くを占めるがんについては、検診受診率が低いことか

ら、県民一人一人が正しい知識を身につけ、発症予防及び早期発見につなげていくことが求められています。 

・ 糖尿病等の生活習慣病の有病者、予備群が増加していることから、食生活の改善や運動習慣の定着による予防及び検

診等を利用し早期発見、早期治療につなげることが重要です。 

・ ストレスなどにより心のバランスを崩し、心の病気にかかる可能性は誰にでもあります。うつ病などにより自殺に至

ってしまうこともあります。このため、心の健康や自殺予防について、 県民へ周知啓発を行う必要があります。 

・ 高齢化に伴い、認知症高齢者数の増加が見込まれることに加え、若年性認知症の一般的な認知度が低いことなどから、

地域などにおける認知症に対する正しい知識の普及、理解の促進が必要となります。 

 

２ 献血等医療提供に関する県民参加について 

・ 血液製剤は医療に欠かせないものであり、その原料となる血液は人工的に作り出せないことから、県民からの献

血は医療を支える重要なものです。急速な少子高齢化の進展や新型コロナウイルス感染症の影響により、献血者数

は減少傾向にあり、特に 10 代、20 代の若年層献血者が著しく減少しています。赤血球製剤の適正在庫である供

給量３日分を下回らないよう、安定した献血が求められています。 

・ 骨髄、角膜などの移植を希望する患者が移植機会を得ることができるよう、県民の臓器移植への理解を促し、骨

髄バンクドナー、アイバンクへの登録の促進、臓器提供の意思表示カードの普及が求められています。 

 

３ 行政と医療関係団体との連携について 

・ 地域住民が安心して必要な医療を受けられるよう市町村や医療関係団体との更なる連携強化、医療提供体制の充

実等が求められています。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、これまで献血に協力いただいた事業所自体が経営難のため閉所となっ

たり、感染予防や人流抑制等の観点、または実際に陽性者が発生したことにより事業所単位で献血に協力できない

                          

目  標 

現 状 と 課 題 

６ 医療に関する県民参画等の推進 
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という事例が増加していることから献血者は減少傾向にあります。新たな協力事業所の開拓を含め、安定した血液

の確保のため、県は、市町村及び血液センターと協力して事業所に対し献血への協力を呼び掛けています。 

 

 ４ 東日本大震災・原子力災害の影響について 

・ 原子力災害の発生から１０年以上が経過し、放射線による健康影響等に対する県民の捉え方が変化してきていま

すが、健康に対する潜在的な不安は残っており、今後も継続して正確かつ分かりやすい情報発信、長期にわたる健

康被害や健康不安への対応が求められています。 

・ 長期間の避難生活などによる精神的ストレスの蓄積が問題になっており、被災者の心のケアに取り組む必要があ

ります。 

・ 原子力災害に伴う屋外活動の制限や新型コロナウイルス感染症の影響により低下した子どもたちの体力の向上や、

肥満傾向児の出現率を低下させるため、運動能力の向上や食育等による健康増進を進めていく必要があります。 

 

 

 

● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 疾病に対する正しい知識の普及啓発                                    

 

・ 新型コロナウイルスを含め、結核、エイズ、麻しんなどの感染症の感染拡大を防止するため、行政や医療機関が

迅速かつ的確な措置を講じることはもとより、県民一人一人が感染症に対する正しい知識を持って行動できるよう

普及啓発に取り組みます。 

・ がんを始めとする生活習慣病を原因とした死亡者が多いことから、各種健（検）診の受診率向上に向けた普及啓

発などを通して生活習慣病の発症予防に取り組みます。 

・ 心の病気にかかる可能性は誰にでもあり、うつ病などにより自殺に至ってしまうこともあるため、心の健康や自

殺予防について周知啓発を行います。 

・ 認知症の人やその家族が住み慣れた地域の中で生活することができるように、広く認知症に関する知識の普及啓

発に取り組みます。 

 

２ 献血等医療提供に関する県民参加の促進                                          

 

・ 本県における献血の実態を分析し、安定的な血液の確保に向けた総合的な対策を行うとともに、若年層の献血者

の確保、安定的な集団献血の実施及び複数回献血者の確保を図ります。 

・ 骨髄、角膜などの移植を希望する患者が移植機会を得ることができるよう、県民の臓器移植への理解を促し、骨

髄バンクドナー、アイバンクへの登録の促進、臓器提供の意思表示カードの普及に取り組みます。 

 

 ３ 行政と医療関係団体との連携の強化                                   

 

・ 震災後、献血協力事業所が減少していることに加え、近年の新型コロナウイルス感染状況等を要因とした献血協

力事業者の減少に対し、新たな協力事業所の開拓を含め、安定した血液の確保のため、市町村及び血液センターと

協力して献血協力事業者の増加に向けて取り組みます。 

・ 心の病気については、早期発見・早期治療が大切であり、本人や家族が利用しやすい相談体制の整備を始めとし

た各施策の推進に、行政と医療関係機関の更なる連携強化の下、取り組んでいきます。 

 

４ 東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康管理                           

 

・ 原子力災害の発生に起因するストレスや運動不足、食事の偏り等による健康への悪影響が問題となっているため、

健康リスクに関する正しい理解を促進するとともに、長期にわたる健康被害や健康不安の解消に向けた取組を推進

します。 

・ 避難地域における居住者の健康を守るため、また身近な地域での受診体制を整え安心して居住できる環境を整え

るため、医療機関の再開や開設、運営に係る支援に取り組んでいきます。 

施策展開の方向性 
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・ 児童生徒自らが望ましい運動習慣や食習慣を確立し維持できるよう、自分の健康課題を認識し、その解決に積極

的に取り組める自己マネジメント能力を育成するとともに、食育指導者の養成等、食環境の整備に取り組んでいき

ます。 

 

 

 

１ 疾病に対する正しい知識の普及啓発                                    

   

〇生活習慣病に関する正しい知識の普及啓発 

   がんや心疾患等の生活習慣病を予防し、一人一人が健康な生活習慣を形成できるよう、運動、食生活、喫煙、各種

健康診断などの情報提供や普及啓発、環境整備を図るとともに、がん検診等の受診勧奨や、がんを含む生活習慣病の

予防に関する啓発資材等を活用し、関係機関と連携して県民への啓発を推進します。 

 

  〇感染症に対する正しい知識等の普及啓発 

   新型コロナウイルスを含め、結核、エイズ、麻しんなどの感染症の発生予防、早期発見及び拡大防止のため、各年

齢層や学校、高齢者施設等に対する正しい知識や予防策の普及啓発を図ります。 

 

  〇心の健康や自殺予防に関する知識の普及啓発・相談支援 

   心の健康や自殺予防に関し、研修会の開催やパンフレット、インターネットなどによる知識の普及啓発に努めると

ともに、保健福祉事務所や精神保健福祉センターにおいて、心の健康相談等の支援を行います。   

 

  ○認知症に関する理解促進 

認知症普及啓発キャンペーンや認知症サポーター養成講座等を通して、広く県民に認知症についての正しい知識の 

啓発と幅広い世代の認知症サポーターの養成を行い、地域全体で認知症の人や家族を支援する体制構築を推進します。 

 

２ 献血等医療提供に関する県民参加の促進                                          

 

〇献血運動の普及啓発 

   献血者の安定的な確保に向け、県民に対する献血運動の普及啓発を継続して実施します。 

特に、複数回献血者の確保や減少が著しい若年層を対象とした施策を重点的に展開します。 

   

  〇骨髄バンクやアイバンクドナー登録の促進 

   広く県民に対して、白血病などの血液難病患者を救う骨髄バンク事業への理解を促し、骨髄バンクドナー登録の促

進を図ります。また、角膜などの臓器移植の大切さを啓発し、アイバンク登録の促進を図ります。 

 

 ３ 行政と医療関係団体との連携の強化                                   

   

〇医療提供体制の構築 

地域住民が安心して必要な医療を受けられるよう医療提供体制の充実や医療の質の向上を図っていきます。 

 

〇関係機関連携による献血の促進 

 目標献血量を確保するため、市町村や血液センター、県が連携して事業所等を訪問して、献血に関する理解と協力

を依頼します。特に顕著な協力のあった事業所等に対しては、感謝の意を表明するとともに継続要請を行います。 

 

〇市町村との連携強化 

心の病気の早期対応を図るため、保健福祉事務所や精神保健福祉センターにおいて精神科医師による相談を実施す

るとともに、市町村における心の健康づくり推進のため、研修による人材育成や事業への協力支援を行い、連携を強

化します。 

 

 

施策推進に向けた具体的取組 
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４ 東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康管理                           

 

〇放射線の影響に対する健康管理 

 検査を希望する県民が、県民健康調査における甲状腺検査や健康診査などのほか、ホールボディカウンターによる

内部被ばく検査などを受けられるようにし、長期にわたり県民の健康を見守ります。  

   

  〇被災者の心のケア 

ふくしま心のケアセンター等による相談支援及び民間ボランティアとの協働などにより、被災者の心的ストレスの 

解消を図ります。 

   また、市町村等と連携したきめ細かな支援などにより、被災者の心のケアの推進を図ります。 

 

  ○児童生徒の望ましい運動習慣や食習慣の確立 

   「自分手帳」の活用により自己マネジメント能力を育成し、一人一人の健康課題の解決に取り組むとともに、研修 

等による食育指導者の資質向上や栄養教室の開催など食環境を整備し、児童生徒の望ましい運動習慣や食習慣の確立 

を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 【基本指標】 

市町村 

（公助） 

・ 関係団体や県等と連携して、住民の生活習慣の改善や健診等に関する情報を発信するなど、住民の取

組に対しての支援をお願いします。 

・ がん検診や特定健診等を実施し、疾病の早期発見・早期治療への取組をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 事業所等にあっては、従業員等の衛生管理に留意し、従業員等が健診等を受診しやすい環境の整備に

ご協力をお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 「自分の健康は自分で守る」という意識の下、疾病に対する知識の習得に努めていただくとともに、

食生活や喫煙、運動等の生活習慣の改善を図り、各種の健康診断・健康診査等を積極的に受診するよう

お願いします。 

・ 感染症予防のため、必要に応じた予防接種についてご検討をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

メタボリックシンドローム該当者及

び予備群の割合 

（特定健康診査受診者） 

令和元年度 

３１．２％ 

令和 12 年度 

２１．０％ 

 

歯の健康 

・80 歳で自分の歯を 20 歯以上有

する者の割合 

・6 歳で永久歯むし歯のない者の割

合 

・12 歳でむし歯のない者の割合 

令和元年度 

４４．１％ 

 

９６．６％ 

 

６０．４％ 

令和 12 年度 

６０．０%以上 

 

９７．０％以上 

 

６５．０％以上 

 

がん検診受診率 

・胃がん 

・肺がん 

・大腸がん 

・乳がん 

・子宮頸がん 

令和元年度 

３５．０％ 

３３．７％ 

２９．７％ 

４４．９％ 

３９．８％ 

令和１２年度 

      ５０．０％以上 

      ５０．０％以上 

      ５０．０％以上 

      ６０．０％以上 

      ６０．０％以上 

 

関係者に期待される役割 

指 標 
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 【補完指標】 

指標名 現況値 目標値 備考 

がんの年齢調整死亡率 

（全がん・男女計・75 歳未満・人口

10 万対） 

令和元年度 

 ７１．２０ 

令和 12 年 

５７．６７ 
 

喫煙率 

令和元年度 

・男性  ３３．８％ 

・女性  １０．８％ 

令和１２年度 

・男性  １９．０％以下 

・女性   ５．４％以下 

 

脳血管疾患年齢調整死亡率（人口

10 万対） 

平成 27 年 

・男性 ４３．７ 

・女性 ２７．４ 

令和 12 年 

・男性  ３７．８ 

・女性  ２１．０ 

 

心疾患年齢調整死亡率 

（人口 10 万対） 

平成 27 年 

・男性 ７９．２ 

・女性 ４１．１ 

令和 12 年 

・男性  ６５．４ 

・女性  ３４．２ 

 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査

における新体力テストの全国平均と

の比較値（全国＝１００） 

令和元年度 

小５男子  ９８．９ 

小５女子 １０１．１ 

中２男子  ９９．３ 

中２女子 １００．１ 

令和１２年度 

      １００．０以上 

      １０１．９以上 

      １００．０以上 

      １００．２以上 

 

自殺死亡率 

（人口 10 万対） 

令和２年 

        １９．６ 

令和１２年 

       １７．３以下 
 

自殺者数 
令和２年 

        ３５７人 

令和１２年 

       ２８８人以下 
 

献血目標達成率 
令和２年度 

      １０２．８％ 

令和１２年度 

１００％の維持を目指す 
 

認知症サポーター数 
令和２年度 

    ２１０，３９３人 

令和１２年度 

     ３００，０００人 
 

市町村地域福祉計画策定率 
令和２年度 

       ５４．２％ 

令和１２年度 

         １００％ 
 

ふくしま心のケアセンター年間相

談支援件数 

令和２年度 

      ６，６７９件 

数値は毎年度把握し分析す

る（目標値は設定しない） 

 

避難地域１２市町村における医療

機関の再開状況（病院、診療所、歯

科診療所） 

令和３年度 

       ３８機関 

令和１２年度 

        ５０機関 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

特定健康診査実施率 
令和元年度 

       ５４．７％ 

令和１２年度 

      ７０．０％以上  

麻しん・風しん予防接種率 

令和元年度 

    １期 ９５．７％ 

    ２期 ９４．８％ 

令和１２年度 

        ９８．０％ 

        ９８．０％ 

 

小児救急電話相談件数  

（♯８０００の件数） 

令和３年度 

７，９５９件 

数値は毎年度把握し分析す

る（目標値は設定しない） 
 

小学校児童の栄養不良や肥満、やせ

傾向（栄養状態）の割合 

令和２年度 

２．９％ 

令和１２年度 

前年度比減少を目指す 
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福島県総合計画（企画調整部） 

福島県保健医療福祉復興ビジョン（保健福祉部）、福島県医療計画（保健福祉部） 

避難地域等医療復興計画（保健福祉部）、健康ふくしま２１計画（保健福祉部）、福島県感染症予防計画（保健福祉部） 

  福島県結核予防計画（保健福祉部）、福島県自殺対策推進行動計画（保健福祉部） 

福島県循環器病対策推進計画（保健福祉部）、ふくしま高齢者いきいきプラン 2021（保健福祉部） 

第７次福島県総合教育計画（教育庁） 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

生活習慣病などの対策のため、健康診

断を受診していると回答した県民の

割合 

令和３年度 

   ７７．９％ 

令和１２年度 

８２．０％以上 
※意識調査 

福島第一原子力発電所事故の発生に

より、長期にわたる健康不安を感じて

いると回答した県民の割合 

令和３年度 

３２．７％ 

令和１２年度 

前年比減少を目指す 
※意識調査 

暮らしている地域の夜間や休日の救

急診療に不安を感じていると回答し

た県民の割合 

令和３年度 

４３．４％ 

令和１２年度 

前年比減少を目指す 
※意識調査 

関係する主な計画等 

出典：県薬務課調べ 出典：県健康教育課調べ 
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県民の健康保護を最優先し、また、消費者の視点を重視した、 
生産から消費に至る一貫した食品の安全が確保された暮らしを実現します。 

 

 

 

 

 【はじめに】 

近年の食の安全に関わる様々な事件・事故の発生や新型コロナウイルス感染症の影響により、県民の食に対する関 

心が一層高まっています。引き続き、市町村その他の関係機関とも連携し、食の安全に関わる情報収集と県民への迅

速な情報提供に努める必要があります。 

また、輸入食品の増加や食品流通の広域化に伴い、食の安全に関わる事件・事故は、県域を越えて複数自治体にま

たがって発生する場合があることから、国や他の自治体等との連携を強化し、対応する必要があります。 

 

１ 県民の食品の安全確保に関する意識について 

・ 食の安全に関わる様々な事件・事故の発生や、食の安全に関する情報のはん濫により、県民自らが食品の安全性

を判断することが困難な現状にあります。このため、県民自らが食品の安全性を正しく判断できるよう、正確な知

識の普及と情報提供が重要です。 

・ 未来を担う子どもたちの健やかな成長を促すため、学校給食の安全確保を図ることはもとより、乳幼児期からラ

イフステージに応じた望ましい食生活の実現に向けた食育を推進するとともに、食品の正確な知識の普及が求めら

れています。 

 

 ２ 食品の安全対策について 

・ 安全で安心な食品の提供のため、消費者の視点を重視し、生産から消費に至る一貫した食品安全対策の取組を継

続していく必要があります。 

・ このため、消費者・生産者・食品関係事業者など、食に関わる関係者が情報や意見を交換する機会を設け、関係

者間の相互理解を図るとともに、食の安全と安心の確保への共通認識を持ち、信頼関係を構築していく必要があり

ます。 

・ 違反食品等の流通を未然に防止し、安全な食品の流通を確保するため、消費に至る各段階において、残留農薬や

食品添加物等に関する検査の強化が求められています。 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、消費者や食品関係事業者において健康への関心が一層高まる中、食品

の健康増進効果の広告に関する相談が増加していることから、違反事例を未然に防ぐ取組の強化が必要となってい

ます。  

 

３ 食品中の放射性物質対策について 

 ・ 東日本大震災と原子力災害に伴う放射性物質の放出は本県における食の安全・安心を根底から揺るがすものであ

り、風評の払しょくや県民の不安を解消するため、生産から消費に至るまでの事業者の自主的取組への支援、生産

現場での監視指導、放射性物質の測定検査、迅速で正確な情報発信、正確な知識の普及などの対応が求められてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

                      

目  標 

現 状 と 課 題 

７ 食品の安全確保の推進 
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● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 県民の食品の安全確保に関する意識の向上                                    

 

・ 食品の安全に関する情報について各種広報媒体を活用して県民へ周知するとともに、消費者及び事業者を対象に

講習会等を実施し、「食」の安全に対する意識の向上を図ります。 

  ・ 未来を担う子どもたちの健やかな成長を促すため、学校給食の安全確保を図ることはもとより、乳幼児期からラ

イフステージに応じた望ましい食生活の実現に向けた食育を推進するとともに、食品の正確な知識の普及に取り組

みます。 

 

２ 食品の安全対策の強化                                          

 

・ 食品の広域流通やセントラルキッチンの普及に伴い、食中毒事案の発生の広域化及び大規模化が想定されていま

す。このため、令和３（2021）年 6 月に制度化された HACCP（ハサップ）による衛生管理の普及促進に加え、

生産者や食品関係事業者による、消費者の視点に立った生産から消費に至るまでの食品の安全確保に向けた自主的

な取組が促進されるよう取り組みます。 

・ 安全な食品の生産と供給のため、放射性物質対策を含めた農林水産物の栽培管理に関する技術の普及や指導、ま

た、加工食品の製造等の工程における安全管理に関する監視、指導に取り組みます。 

・ 近年の食の安全に関わる様々な事件・事故の発生を背景に、県民の食に対する不安がこれまでになく増大してい

ることから、引き続き、国、市町村その他の関係機関とも連携し、食の安全に関わる情報収集と県民への迅速な情

報提供に努めます。 

 

 ３ 食品中の放射性物質対策への取組                                    

 

・ 東日本大震災から 10 年以上が経過し、放射性物質が検出される食品の頻度は年々低下しているものの、野生の

キノコや山菜、河川・湖沼の魚等、継続して一部の食品からは放射性物質が検出されています。このため、検査対

象を放射性物質が検出される傾向がある食品に重点化するとともに、測定結果の消費者への正確で迅速な情報発信

に努めます。 

・ 農林水産物や加工食品について、放射性物質の測定等を継続するとともに、「ふくしま県 GAP(FGAP)」、「ふく

しま HACCP」導入普及等を通じて放射性物質の対策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性 

出典：県環境保全農業課調べ 

【県産農林水産物のモニタリング検査

における基準値超過件数の推移】 

【GAP 認証取得件数の推移】 
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１ 県民の食品の安全確保に関する意識の向上                                    

   

〇食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進 

   食品による健康被害の情報や食の安全に関する検査の結果などの情報について、各種広報媒体を活用して県民へ周

知するとともに、消費者及び事業者を対象に講習会等を実施し、「食」の安全確保について普及啓発を推進します。 

 

〇食の安全に関するリスクコミュニケーションの促進 

 食の安全・安心について、行政、食品関連事業者及び消費者の相互理解を図るため、情報や意見の交換（リスクコ

ミュニケーション）を行います。 

 

〇食育の推進 

 県民一人一人が、自らの「食」を見直して望ましい食生活を実践し、生涯にわたる健康の保持増進と豊かな人間性

を育むことができるよう、家庭、学校、地域等が一体となって食育を推進するとともに、健康に配慮した食事を提供

する施設の増加等、「食」の環境整備を推進します。 

 特に、学校においては、栄養教諭や食育推進コーディネーターを中心とした食育の推進体制を整備するほか、食育

実践サポーターの派遣等により、子どもたちが「食」について学ぶ機会の創出を図ります。 

 

２ 食品の安全対策の強化                                          

 

〇ふくしま HACCP の導入普及に関する取組 

   全ての食品事業者に対し、放射性物質の情報管理を含む本県独自の衛生管理手法「ふくしま HACCP（ハサップ）」

の導入を促すため、専用アプリや導入手引書を用いた指導助言を行います。 

 

  〇流通・販売段階における監視・指導の強化 

 卸売市場に対する検査を通じて指導を行うとともに、大規模小売店等の食品販売施設における監視・指導を強化し、

適正な食品の衛生管理の徹底を図ります。 

 

〇食の安全を確保するための検査体制の充実・強化 

   食品の安全性確保のため、食品検査施設等における検査の精度管理の徹底を図るとともに、生産、製造・加工、流

通・販売及び学校や社会福祉施設における消費の各段階において、幅広く食品の検査を行い、違反食品の排除に取り

組みます。 

 

  〇関係機関との連携強化 

   県内の関係自治体相互との連携の下、「ふくしま食の安全・安心推進会議」を設置し、食の安全・安心に関する施策

の策定や進行管理及び普及啓発などを実施します。また、食品に関する苦情や相談等を受け付け、迅速な対応と正確

な情報の提供に努めます。 

 

 ３ 食品中の放射性物質対策への取組                                    

   

〇放射性物質測定の実施と測定結果の発信 

  食の安全・安心を確保するため、生産、製造・加工、流通、消費の各段階において食品中の放射性物質の測定を積 

極的に行い、安全な食品の出荷、流通等を実現するとともに、正確な測定結果を消費者へ迅速に発信します。農林水 

産物については、生産段階における放射性物質対策の徹底と併せ、出荷段階におけるモニタリング検査を適切に実施 

するとともに、こうした取組を可視化するふくしま県 GAP(FGAP)等の面的拡大を進めます。 

 

  〇放射性物質対策の情報共有とリスクコミュニケーションの促進 

   放射性物質対策に関する最新情報に加え、放射性物質についての正確な情報や知識の普及を図り、放射性物質に関

施策推進に向けた具体的取組 
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する県民の疑問や不安解消に努めます。さらに、正確な情報や知識を踏まえながら、県民自らがリスクについて正し

く評価し判断されるよう、リスクコミュニケーションの機会の創出に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 【基本指標】 

 

 【補完指標】 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

ふくしま食の安全・安心に関する基本方針（保健福祉部） 

  ふくしま食の安全・安心対策プログラム（保健福祉部） 

  福島県食育推進計画（保健福祉部） 

  福島県農林水産業振興計画（農林水産部） 

  福島県消費者基本計画（生活環境部） 

市町村 

（公助） 
・ 食の安全に関わる情報収集と県民への迅速な情報提供にご協力をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 
・ 「ふくしま HACCP」の導入に向けた対応をお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 食の安全・安心は行政による施策の実施だけでは達成できないことから、意見提案などにご協

力をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

ふくしま HACCP の導入状況 令和２年度 

       ２４．３％ 

令和１２年度 

        １００％ 

 

食品表示法に基づく生鮮食品の適

正表示率 

令和２年度 

       ８８．８％ 

令和１２年度 

        １００％ 

 

第三者認証ＧＡＰ（農業生産工程管

理）を取得した経営体数 

令和２年度 

６８０経営体 

令和１２年度 

１，８００経営体 

 

  指標名 現況値 目標値 備考 

食と放射能に関するリスクコミュ

ニケーションの実施件数 

令和２年度 

      ４５件／年 

令和１２年度 

       ６０件／年 

 

食の安全に関する講習会の実施回

数 

令和２年度 

１５６件／年 

令和１２年度 

２００件／年 

 

毎日の食生活において食品の安全

に不安を感じることなく安心して

暮らしていると回答した県民の割

合 

令和３年度 

７６．５％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

関係者に期待される役割 

関係する主な計画等 

指 標 
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環境の保全上の支障がなく、将来にわたり環境が健全で恵み豊かなものとして維持され、 
県民が安心して暮らすことのできる地域社会を確保します。 

 

 

 

 【はじめに】 

 水環境や大気環境については、概ね環境基準を達成していますが、光化学オキシダントについては環境基準が達成

されていないなどの課題があり、引き続き、大気、水質等の環境保全対策に取り組む必要があります。また、環境と

調和した事業活動の展開等、循環型社会の形成に向けた取組を進めていますが、一般廃棄物の１人１日当たりの排

出量が全国平均より多い状況にあるなど、廃棄物等の排出抑制、再使用、再生利用による廃棄物の減量化を更に推進

する必要があります。さらに、地球温暖化については、世界が直面する喫緊の課題であり、県では 2050 年までに

脱炭素社会を目指す「福島県 2050 年カーボンニュートラル」を宣言したところであり、県民総ぐるみの地球温暖

化対策を進める必要があります。 

 加えて、原子力災害の発生から１０年以上が経過しましたが、大量の放射性物質の放出による環境汚染が深刻かつ多大

な影響をもたらしている現状に変わりはなく、引き続き、きめ細かなモニタリングを実施し、正確なデータを分かりやす

く情報発信する必要があります。 

 

１ 生活環境保全に関する意識について 

・ 生活環境の保全を図るためには、県民のより一層の意識向上を図り、県民一人一人及び事業者等が自らの問題で  

あると認識し、自発的に環境保全活動に取り組む必要があります。また、環境への負荷を低減するライフスタイ 

ルに転換するよう、意識醸成や理解促進を図る必要があります。 

 

２ 環境保全対策について 

・ 環境汚染の未然防止等の観点から、県民、事業者等が「大気汚染防止法」や「水質汚濁防止法」、「廃棄物の処理及び 

清掃に関する法律」等の関係法令等を遵守するよう、監視、指導等を引き続き行う必要があります。 

・ 県民、事業者、市町村等のあらゆる主体がそれぞれの役割分担の下、自発的かつ連携した地球温暖化対策等の環境保 

全活動を実践していく必要があります。 

 

３ 生活環境保全のための体制について 

・ 県民や事業者、市町村等による県民総ぐるみの地球温暖化対策の推進や、水・大気環境保全対策、廃棄物の 

適正処理等の推進など、生活環境保全に向けた体制の整備や充実化を図る必要があります。 

 

 ４ 放射性物質について 

・ 原子力災害は、大量の放射性物質の放出により広範にわたって環境を汚染し、深刻かつ多大な影響をもたらして 

います。放射性物質による環境汚染対策の検討や、正確な情報発信による県民の安全・安心の確保等のため、きめ 

細かな放射線量の把握、放射線に関する分かりやすい情報提供などが求められています。 

・ 県民が安心して健やかで快適な暮らしを享受し、将来世代にも引き継いでいくため、放射性物質に汚染された県 

土の除染を迅速かつ確実に実施することが求められています。また、県内に仮置きされている除去土壌等は、令和 

３年度末までに帰還困難区域のものを除き、概ね中間貯蔵施設への輸送が完了する見込みですが、特定復興再生拠 

点区域等からの搬入が継続されることから、輸送及び施設の整備・運営が引き続き安全・確実に実施される必要が 

あります。 

・ 放射線教育に関しては、未来を担う子どもたちが、放射線等に関する科学的な理解を基にして、自ら考え、自ら 

判断し行動できる力や自分の言葉で他者に説明する力を育むことができるような教育が求められています。 

 

            
  

目  標 

現 状 と 課 題 

８ 生活環境の保全 
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● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 生活環境保全に関する意識の向上                                    

 

・ 水環境や大気環境の保全の推進に向けて、県民や事業者等に対する環境負荷低減に向けた取組の周知啓発や情報

発信等を図ります。 

・ 県民、事業者、市町村等が行う廃棄物等の排出抑制や、発生した廃棄物等の適正なリサイクル等の促進に向

けた普及啓発を図ります。 

・ 「地球にやさしい“ふくしま”県民会議」等と連携しながら、省資源・省エネルギーなどの地球温暖化対策に向

けた活動を促進するため、普及啓発を図ります。 

 

 

２ 環境保全対策の強化（監視、調査を含む）                                          

 

・ 地域住民の安全と安心確保のため、立入検査等による工場・事業場への監視、指導や環境モニタリング調査等を 

行うとともに、基準超過時は必要な対応を行います。また、アスベストやフロン類の適正処理推進のため、関係事 

業者への更なる周知に取り組むとともに、建築物解体現場等への立入検査を実施します。 

・ 排出事業者、処理業者が法令等を遵守し、廃棄物が適正に処理されるよう監視、指導や調査等を行います。 

・ 県民、事業者、市町村等のあらゆる主体がそれぞれの役割分担の下、自発的かつ連携した地球温暖化対策等の取組を 

推進します。 

 

 

 ３ 生活環境保全のための体制の整備                                    

 

・ 水・大気環境の汚染に係る事故発生時等には、環境汚染の抑制、防止や健康被害の未然防止のために、関係機関 

と連携して迅速かつ適確な措置を講じます。 

・ 排出抑制、再使用、再生利用による廃棄物の減量化の更なる推進や、廃棄物の不法投棄の未然防止等に向けて、 

自治体等との連携や支援を行います。 

・ 県民、事業者、行政等あらゆる主体が効果的に地球温暖化対策等の取組を推進できるよう、体制の充実化等を図 

ります。 

 

４ 放射性物質に対する正しい知識の普及と環境汚染からの回復                        

 

・ 県、国、市町村等、関係機関の連携の下、身近な生活環境（大気、河川、地下水、海域、土壌、野生鳥獣等）の 

放射性物質による分布状況について、きめ細かなモニタリングを継続的に実施し、ウェブサイトや県内外の啓発事 

業を活用し、正確な情報を迅速かつ分かりやすく発信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性 

出典：海外の空間線量率については日本政府観光局 出典：福島県災害対策本部（暫定値） 

【空間線量率の推移・福島市】 
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１ 生活環境保全に関する意識の向上                                    

   

〇水・大気環境に関する普及啓発 

   県民に対する生活排水の適正処理や低公害車の普及など環境に配慮した取組、及び事業者に対する環境負荷低

減の取組の周知啓発を進めるとともに、大気環境や水環境等の監視結果などを公表し、環境保全への自主的かつ

積極的な取組を促進します。また、事業者等を対象としたセミナーや事例発表会を開催すること等により、工場・

事業場による排出削減や化学物質のリスクコミュニケーションの取組の普及啓発、促進を図ります。 

  

○廃棄物等の適正処理推進に向けた普及啓発 

排出抑制、再使用、再生利用による廃棄物の減量化の更なる推進に向けて、市町村と連携しながら、県民・事業

者の自主的な取組の推進につながるよう普及啓発に取り組みます。また、産業廃棄物の適正処理推進のため、県民や

排出事業者等に対して、正しい知識の普及啓発に取り組みます。 

 

〇地球温暖化対策等に向けた意識啓発 

 「地球にやさしい“ふくしま”県民会議」等と連携しながら、県民、事業者、行政等のあらゆる主体による省資源・

省エネルギーや資源循環に向けた取組が積極的に展開されるよう、意識醸成に向けた普及啓発に取り組みます。 

 

○環境教育の充実と指導者の育成 

県民の環境に対する関心を深めるため、各種団体や市町村等が行う研修会などに環境アドバイザーを講師として派

遣するほか、小学生に向けた環境副読本を作成し配布する等、環境教育・学習の推進に取り組みます。 

 

２ 環境保全対策の強化（監視、調査を含む）                                          

 

〇工場・事業場に対する監視の強化 

 工場や事業場に対する立入検査を継続して行い、水質、大気発生源からの汚染物質等の排出基準等の遵守の徹底を

図ります。また、環境モニタリング調査を行い、環境中における汚染物質の状況を把握、監視します。排出基準や環

境基準の超過が見られた場合は、環境への負荷を極力抑えるために詳細調査などによる原因究明や事業者への改善対

策の指導等、迅速かつ的確な措置を講じます。 

また、アスベスト等に関して、各種広報媒体の活用や関係団体との連携により、解体業者や施設管理者等に対して

適正処理の周知に取り組むとともに、建築物解体現場等への立入検査を強化し、適正処理を推進します。 

 

○産業廃棄物の適正処理推進や不法投棄対策の実施 

事業者や処理業者の立入検査等を実施し、産業廃棄物の処理や施設の維持管理が適正に行われるよう監視・指

導を行います。また、産業廃棄物の不法投棄の未然防止と早期発見等のため、不法投棄監視員の配置や休日・夜間の

警備会社への監視委託等の対策を実施し、不適正処理事案に対しては、事実関係の把握や原状回復の指導等を行いま

す。 

 

○県民総ぐるみの地球温暖化対策 

「地球にやさしい“ふくしま”県民会議」等と連携しながら、県民、事業者、行政等のあらゆる主体が一体となっ

て、省資源・省エネルギーや資源循環に向けた取組を進めます。また、県有建築物の再生可能エネルギーの導入拡大

や省エネルギー対策等の推進に取り組みます。 

 

 ３ 生活環境保全のための体制の整備                                   

   

○事故発生時の対応 

 水・大気環境の汚染に係る事故発生時には、事業者に対して、有害物質の流出防止措置を講ずるよう指導する

とともに、関係機関と連携し、迅速かつ適確に環境汚染防止措置を講じ、有害物質の流出による環境汚染を抑制、

施策推進に向けた具体的取組 
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防止します。また、光化学オキシダント、硫黄酸化物等の大気汚染物質の濃度が上昇し、注意報等を発令した場

合は、関係機関と連携し、速やかに県民へ情報提供するとともに、工場・事業場への燃料使用量削減等の協力要

請を行い、健康被害の発生を未然に防止します。 

 

〇市町村の取組支援 

ごみ減量化やリサイクル促進のモデル事業の実施等を通じた市町村の取組支援や、市町村等による「廃棄物処理事

業継続計画」の早期策定を促進します。 

   

〇不法投棄広域化への対応 

 産廃スクラム（関東及びその近県の都県市で構成する協議会）への参加等、広域連携を推進し、構成自治体と日頃

から情報を共有するとともに、産業廃棄物収集運搬車両の一斉路上調査を連携して実施するなど、産業廃棄物の広域

移動に伴う不法投棄の未然防止や発生時の迅速な対応に努めます。 

 

○参加と連携・協働による環境保全活動の推進 

ふくしま環境活動支援ネットワーク等、環境教育のネットワーク体制や地球温暖化対策に県民総ぐるみで取り組む、

地球にやさしい“ふくしま”県民会議の充実を図り、あらゆる主体の参加と連携・協働による環境保全・回復活動を

進めます。 

   

○事業者等への支援 

環境保全活動を促進する取組のほか、産業育成に向けた再生可能エネルギー関連産業事業者等への融資、省エネル

ギー設備の更新等を行う事業者への補助を行う等、事業者等を支援します。 

 

４ 放射性物質に対する正しい知識の普及と環境汚染からの回復                       

 

〇環境放射線モニタリングの実施 

   県、国、市町村等関係機関の連携の下、身近な生活環境（大気、河川、地下水、海域、土壌、野生鳥獣等）の放射

性物質による汚染状況について、きめ細かな監視及び測定を継続的に実施し、その結果を迅速かつ分かりやすく公表

します。また、公表の方法を工夫するほか、県内だけでなく県外へも情報発信していきます。 

   

〇除染等の着実な実施 

   県、国、市町村等の関係機関の連携の下、一体となって除染等を推進します。 

また、放射性物質汚染対処特措法に基づき、国の主体的責任の下、除去土壌等の適正管理と搬出、搬出完了後の原

状回復、除染後のフォローアップ、森林の放射線量低減のための取組等を進めるとともに、引き続き、長期的目標と

して追加被ばく線量年間１ミリシーベルト以下が堅持されるよう、必要な除染等の措置を安全かつ着実に実施するこ

とを国に求めていきます。 

   

〇中間貯蔵施設の安全確保 

   中間貯蔵施設については、除去土壌等の輸送、施設整備及び施設運営が安全かつ確実に実施されるよう状況確認等

を行うとともに、法律に定められた搬入開始後３０年以内（令和２７（2045）年 3 月まで）の県外最終処分が確実

に実施されるよう国に求め、その取組状況を確認していきます。 

   

〇放射線教育の推進 

   放射線教育を中核として、防災教育や道徳教育、人権教育、健康教育、キャリア教育、エネルギー教育等との関連

を図った「ふくしま」ならではのカリキュラムの構築を図っていきます。 
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 【基本指標】 

市町村 

（公助） 
・ 環境の保全・回復に向けて、地域の実情に応じた施策の策定と実施をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 民間団体等は、循環型社会形成に資する取組を自主的かつ主体的に実践するとともに、関係事業者及び行

政等と連携し、また、それらの活動の補完・支援等をお願いします。 

・ 事業者は、環境の保全に配慮した事業活動を行うとともに、法令遵守を徹底することにより、自然循環の

保全と適正な資源循環が確保されるようお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 県民一人一人は、環境問題を自分自身の問題と認識し、恵み豊かな環境を次世代に引き継いでいくとの考

えに立って、自ら環境保全活動を実践するなど、循環型社会の形成に向けたライフスタイルの転換を図るよ

うお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

日頃、放射線の影響が気になると回答

した県民の割合 

令和３年度 

       ２９．１％ 

令和１２年度 

        ２９％以下 
※意識調査 

温室効果ガス排出量（2013 年度

比） 

平成 30 年度 

△１９．２％ 

令和１２年度 

△５０％ 

 

一般廃棄物の排出量 

（1 人 1 日当たり） 

令和元年度 

１，０３５ｇ/日 

令和１２年度 

全国平均値以下 

（目標参考値８６０ｇ/日） 

 

一般廃棄物のリサイクル率 令和元年度 

１２．７％ 

令和１２年度 

全国平均値以上 

（目標参考値１７．５％） 

 

産業廃棄物の排出量 
令和元年度 

７，７２２千トン 

令和１２年度 

７，６００千トン以下 
 

産業廃棄物の再生利用率 
令和元年度 

５４％ 

令和１２年度 

５３％以上 

令和元年度の現

況値は、令和元

年東日本台風の

被害に伴う復旧

工事により、再

生利用率の高い

がれき類の発生

量が多かったた

め高い値となっ

ている。 

工場・事業場の排出・排水基準適合

率 

令和元年度 

大気排出基準  １００％ 

排水基準（有害物質） 

       ９９．６％ 

排水基準（窒素、りん含有

量を除く生活環境項目） 

       ９４．２％ 

排水基準（窒素、りん含有

量）     ９２．４％ 

令和１２年度 

         １００％ 
 

関係者に期待される役割 

指 標 
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 【補完指標】 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

福島県環境基本計画（生活環境部） 

福島県循環型社会形成推進計画（生活環境部） 

  福島県水環境保全基本計画（生活環境部） 

  福島県廃棄物処理計画（生活環境部） 

  福島県地球温暖化対策推進計画（生活環境部） 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

工場・事業場等におけるリスクコミ

ュニケーションの実施件数 

令和２年度 

      ２２４事業場 

令和１２年度 

       ３８０事業場 
 

放射線教育に係る授業を実施した

学校の割合（公立小・中学校） 

令和２年度 

        １００％ 

令和１２年度 

１００％ 
 

指標名 現況値 目標値 備考 

汚水処理人口普及率 
令和元年度 

８３．７％ 

令和１２年度 

９７．４％ 
 

産業廃棄物の不法投棄件数及び投棄

量 

令和元年度 

件数     ５件 

投棄量 ２６６トン 

令和１２年度 

減少を目指す 
 

環境放射線量(各地方振興局等におけ

る空間線量率) 

令和３年度 

県北保健福祉事務所 

0.12μSv/時 

郡山合同庁舎      

0.07μSv/時 

白河合同庁舎      

0.06μSv/時 

会津若松合同庁舎   

0.05μSv/時 

南会津合同庁舎    

0.04μSv/時 

南相馬合同庁舎     

0.06μSv/時 

いわき合同庁舎    

0.06μSv/時 

令和１２年度 

現況値以下 
 

日頃、省エネルギーや地球温暖化防止

を意識した取組を行っていると回答

した県民の割合 

令和３年度 

４７．９％ 

令和１２年度 

７３．０％以上 
※意識調査 

水や大気など生活環境の安全が確保

されていると回答した県民の割合 

令和３年度 

６９．９％ 

令和１２年度 

前年度比上昇を目指す 
※意識調査 

関係する主な計画等 
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消費生活の安定及び向上を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【はじめに】 

消費生活を取り巻く環境は、情報通信技術の高度化・グローバル化等により大きく変化し、様々な新しい商品やサ

ービスが次々と登場しており、消費者トラブルは誰にでも起こり得る状況になっています。とりわけ、高齢者や生活

に支援が必要な障がい者、認知症等により判断力が不十分となった方が消費者被害に遭った場合は、発見が遅れ、深

刻な被害につながるおそれがあることに加え、令和４（2022）年 4 月からの成年年齢の引き下げにより、若者の消

費者被害の拡大が懸念されています。 

  また、技術革新による決済手段の多様化・高度化が進んでおり、電子マネーなどのキャッシュレス決済サービスの

種類や方式が増加し、消費者の利便性が向上する一方で、消費者トラブルが複雑化していることから、多種多様な商

品・サービスに関する大量の情報の中から、自らに必要な情報を的確に理解し、取捨選択することが重要になってい

ます。 

 

１ 消費者の安全意識について 

・ 消費者トラブルに巻き込まれない自立した消費者を育成するため、消費生活を送る上で最低限必要な知識を身に

付けるための適切な情報提供や啓発を行う必要があります。 

  ・ インターネットが普及拡大する中で、消費者トラブルも複雑化しており、消費者自らが、自立した消費者の能力

を身につけることが求められています。 

  ・ また、ＳＤＧｓの観点から、一人一人の消費者が、人や社会・地球環境に配慮した賢い消費行動を行う「消費者

市民社会」の実現に向けた取組への必要性が高まっています。 

 

 ２ 安全・安心な消費生活の確保について 

  ・ 消費者に不利益を及ぼす不当な表示や取引も複雑化・巧妙化し、また、事業所が県外にある場合が多いことから、

解決が困難な事案も多くなってきています。そのため、関係機関との連携した対応も必要となっています。 

  ・ 製品の安全確保と消費者事故の発生防止を図るため、各種法令に基づく立入検査を行い、消費者が安心して商品

を選択できるよう取り組んでいく必要があります。また、消費者事故等が発生した場合における被害の拡大防止を

図るため、迅速かつ正確な情報伝達が求められています。 

  ・ 令和２（２０２０）年度に県消費生活センターに寄せられた相談のうち、６０歳以上の方の相談は約４０．４％

を占めており、この割合も年々増加しています。高齢者等を地域の皆さんで見守ることにより、消費者被害の未然

防止、拡大防止を図ることが重要となっています。 

 

３ 消費者被害について 

 ・ 県、市町村では、県民の生活を脅かす様々な消費者被害等の相談窓口として消費生活センターを設置しています

が、次々と巧妙化する悪質商法の横行により、消費生活相談内容も一層複雑化、多様化する傾向があります。また、

令和２（２０２０）年度の県消費生活センターに寄せられた相談内容は、年代を問わず、通信関係のトラブルが多

い状況にあります。消費者被害の防止と救済のため、迅速かつ的確な相談機能の充実強化が求められています。 

 

 

 

 

 

                          

目  標 

現 状 と 課 題 

９ 消費者の安全確保の推進 
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● 目標の実現及び課題解決に向け、以下の各項を施策展開の方向性とし、重点的に取り組んでまいります。 

 

１ 消費者の安全意識の向上                                        

 

・ 消費者が、学校、地域、家庭、職域等の様々な場所で、生涯を通じて切れ目なく消費者教育を受ける機会の充

実を図り、県民が自立した消費者となるために必要な知識等を効果的に提供する取組を行います。 

 

２ 消費者のための安全対策の強化                                          

 

・ 不当表示については、景品表示法に基づき、適切な指導に努めます。また、食品表示法や健康増進法、消費生 

活用製品安全法などの個別法に基づく指導・助言等については、県と市の関係部局が連携・協力して、適切に行 

います。 

  ・ 不当取引については、事業者に対する指導、処分を適切に行うため、必要な体制を確保するほか、国や他の都 

道府県、警察と連携を密にして対応していきます。 

・ 製品の安全確保と消費者事故の発生防止を図るため、安全三法（消費生活用製品安全法、家庭用品品質表示法、

電気用品安全法）に基づき、販売事業者への立入検査、指導を行います。 

・ 消費者事故等に関する情報を収集し、市町村へ情報提供するとともに、消費者に注意を呼び掛けます。 

・ 令和２（２０２０）年１０月に消費者行政・警察・福祉の関係機関が連携して設置された福島県消費者安全確

保地域協議会を通じ、高齢者等の見守り等必要な取組についての情報交換、協議を行うともに、関係機関・団体

に必要な情報を提供します。 

・ 市町村に対し、消費者安全確保地域協議会の設置や消費生活協力員・協力団体の活用など、地域の実情に応じ

た高齢者等の消費者被害防止の取組が推進できるよう、必要な支援を行います。 

 

 ３ 消費者被害の防止と救済                                        

 

・ デジタル化の進展に伴う電子商取引の拡大や高齢化の進行、新型コロナウイルス感染症拡大による影響や自然

災害の激甚化・多発化等を要因として多様化する消費生活に関する相談に対応するため、消費生活相談体制の

充実と強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性 

順位 順位 順位 順位

1 416 1 38 1 46 1 44

2 366 2 17 2 22 2 30

3 207 3 13 3 15 2 30

4 189 4 5 3 15 4 23

5 166 5 4 5 13 5 18

5 18

順位 順位 順位 順位

1 66 1 85 1 73 1 101

2 44 2 61 2 71 2 62

3 36 3 42 3 48 3 58

4 29 4 37 4 35 4 52

5 27 5 27 5 28 5 39

＊ ・・・

＊ ・・・

＊ ・・・

「デジタルコンテンツ」 出会い系サイト、投資情報サイト、その他の情報サイト（内容の特定できないサイト
利用料を含む）。

「商品一般」 商品の相談であるが分類を特定できないもの。身に覚えがなく債権の内容も不明
な請求に関する相談も含む。

「インターネット接続回線」 光ファイバーやADSL等の通信回線やプロバイダーのサービス。

相談その他 相談その他 相談その他 デジタルコンテンツ

保健衛生品その他 インターネット接続回線 保健衛生品その他 工事・建築

商品一般 商品一般 デジタルコンテンツ インターネット接続回線

他の健康食品 他の健康食品 インターネット接続回線 相談その他

商品・役務等 商品・役務等 商品・役務等 商品・役務等

デジタルコンテンツ デジタルコンテンツ 商品一般 商品一般

フリーローン・サラ金

40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

他の健康食品 商品一般 不動産貸借 他の健康食品

インターネット接続回線 健康食品ほか フリーローン・サラ金 四輪自動車

商品一般 他の健康食品 商品一般 商品一般

相談その他 他の化粧品 他の健康食品 不動産貸借

デジタルコンテンツ デジタルコンテンツ デジタルコンテンツ デジタルコンテンツ

全体 20歳未満 20歳代 30歳代

商品・役務等 商品・役務等 商品・役務等 商品・役務等

【年度別にみた契約当事者年代別割合】 
【契約当事者年代別にみた上位商品・役務別相談（令和２年度）】 

出典：県消費生活課調べ 
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１ 消費者の安全意識の向上                                        

 

〇消費者への情報提供 

 県消費生活センターの展示機能の充実を図るとともに、広報誌の発行やホームページによる情報発信等を通じ、県

民が合理的な消費行動を行うために必要な情報の提供を行います。 

 

  〇世代ごとの特性に応じた消費者教育・啓発の実施 

   消費者の情報収集能力には世代ごとに大きな差があり、また、必要となる情報も異なります。このため、出前講座

の実施や各種資料を活用し、世代や生活環境等に応じたきめ細かい消費者教育及び啓発を行います。     

   

  〇情報活用能力の向上 

   個人情報の漏えいや各種詐欺等、違法・有害情報の被害に遭わないよう、また、アプリを使用することによる事件・

事故、モラル違反を避けるため、県、市町村、関係機関連携の下、県民を対象としたセミナーなどにおいて啓発活動

や注意喚起を行うとともに、児童生徒や保護者、青少年に対しては、各種機会を捉えながら情報活用能力の向上のた

めの指導及び啓発を行います。        

 

  〇消費者団体の育成 

   消費者団体に対する情報提供や県消費生活センターにおける活動スペースの提供を行うなど、自主的な活動を支援

します。 

 

２ 消費者のための安全対策の強化                                          

 

○不当表示・取引に対する事業者への指導 

関係機関との連携により商品・サービス等の適正な表示を確保します。 

また、特定商取引法や消費生活条例の適切な執行や不当取引専門指導員の配置により不当な取引を防止します。 

 

〇安全三法に基づく販売事業者への立入検査の実施 

  県及び市において、安全三法に基づき、計画的に販売事業者への立入検査、指導を実施します。 

 

〇消費者事故等に関する情報の周知 

消費者事故に関する情報を収集し、県のホームページで発信するほか、市町村へ情報提供し、消費者への注意喚起

を行います。 

また、県内で消費者事故が発生した場合は、消費者安全法に基づき、速やかに国へ通知し、被害の拡大防止に努め

ます。 

 

 ○福島県消費者安全確保地域協議会の開催及び情報共有 

定期的に協議会を開催し、構成員の間で、見守り等に必要な取組について協議します。また、見守り等に必要なパ

ンフレット等を作成・配布するほか、必要な情報を随時、関係機関・団体に提供します。 

 

○市町村における消費者安全確保地域協議会の設置や消費生活協力員・協力団体の活用に向けた支援 

市町村に対し、消費者安全確保地域協議会設置や消費生活協力員・協力団体の活用に向けた助言、支援を行います。

また、協議会設置済み等の市町村に対しては、運営等に関する助言、支援を行います。 

 

 ３ 消費者被害の防止と救済                                        

   

〇県消費生活センターの相談対応機能強化 

   県消費生活センターの相談時間を拡大するとともに、第 4 日曜日に電話相談と無料法律相談を実施し、消費者トラ

施策推進に向けた具体的取組 
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ブルを抱える県民の利便性向上を図ります。 

 

  〇市町村相談窓口の充実等の支援 

   最も身近な行政機関である市町村において消費者トラブルに関する相談が適切に行われるよう、市町村の消費生活

センターの設置や相談窓口の充実強化に向けた取組への支援を行います。  

   また、既に設置されている市町村の消費生活センターの間で被害情報の共有を行うなど、連携強化に努めます。 

 

  〇製品事故の原因調査 

   消費者から寄せられた消費生活用製品の事故相談や情報に基づき、国民生活センター等と連携し事故の原因究明に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 【基本指標】 

 

 【補完指標】 

 

 

 

福島県総合計画（企画調整部） 

  福島県消費者基本計画（生活環境部） 

  福島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例（生活環境部） 

市町村 

（公助） 

・ 消費者安全確保地域協議会の設置や消費生活協力員・協力団体の活用など、地域の実情に応じた

高齢者等の消費者被害防止の取組について推進をお願いします。 

関係団体等 

（共助） 

・ 事業者は、消費者からの信頼獲得に向け、消費者を重視した事業活動を行うとともに、環境保全

や社会貢献に関して積極的な活動をお願いします。 

県 民 

（自助） 

・ 消費生活において合理的な判断に基づき消費者トラブルを回避できるよう、必要な知識の習得等

に向けた取組をお願いします。 

指標名 現況値 目標値 備考 

食品や日用品など、消費生活に関し

て不安を感じることなく、安心して

暮らしていると回答した県民の割

合 

令和３年度 

       ７２．０％ 

令和１２年度 

     ７９．０％以上 
※意識調査 

指標名 現況値 目標値 備考 

消費生活センター設置市町村の県内

人口カバー率 

令和２年度 

     ７５．７％ 

令和１２年度 

        ９０．０％ 

 

消費者安全確保地域協議会設置市町

村の県内人口カバー率 

令和２年度 

３．２％ 

令和 7 年度 

５０％以上 

 

消費生活に関する出前講座の実施回

数 

令和２年度 

２８回 

令和 7 年度 

５０回以上 

 

関係者に期待される役割 

関係する主な計画等 

指 標 
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第４章 

推進体制 
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県では、第２章の｢基本方針｣を踏まえながら、第３章の｢県における推進施策｣を実施し、地域課
題解決に向けた県民等や市町村など様々な活動主体の相互の連携・協働を推進していくこととして
います。 
   第４章では、これらを進めるための体制について記載しています。 

 

 

（１）積極的な県民参画                                                       

 

 
 ● 安全で安心な県づくりは、県民一人一人が、自らの身の回りの危険や不安に気づき、備える  

ことから始まります。                     
   そして、できること、できないことを発見し、取り組めるところから実行することが大切です。 
   さらには、互いを尊重し合い、情報交換しながら、信頼し合える関係を構築することが必要と

なります。 
● 「連携・協働」は、それぞれが活動を行う際の大切な手法であり、地域内ばかりでなく、時

には地域を超え、また分野を超えて、互いの知恵を持ち寄ることにより、相乗効果が期待でき
ます。 

  また、連携・協働は、互いの役割を理解した上で進めることが大切です。 
● 安全で安心な県づくりは、地域コミュニティを基盤とし、県民の理解と積極的な参画を図りな

がら進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連携・協働の推進                               

 

 
● 地域課題を発見したり、共に連携・協働しながら課題解決を行うためには、様々な情報を相互

に共有していることが大切です。 
●  具体的な連携・協働につなげるには、相互に活動内容などを知り合う様々な機会が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 推進体制 

 

 

 安全で安心な県づくりは「気づきと備え」から始まること、活動に際しては「連携・協働」
が大切であることなどについて、多くの県民が集まる場など、様々な機会を捉え、広く普及啓
発します。                     

 安全で安心な県づくりの普及啓発 

 

 

【情報発信】                                
 県、市町村、県民等が持つ様々な地域活動情報を収集し、一元的に発信します。 

 県、市町村、県民等の情報共有 

【窓口の明確化】                             
県、市町村、県民等の連携を推進するとともに、県民等が地域活動を行う上で必要な情

報の入手や相談を容易にするため、情報相談窓口の明確化に努めます。 

 交流の促進 

【様々な団体の交流の促進】                                  
  分野や地域を越えた団体間の連携の契機として、様々な団体の交流を促進します。 

１ 市町村、県民等との連携・協働 

推 進 方 向 

推 進 施 策 

推 進 方 向 

推 進 施 策 
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（3）市町村及び県民等の活動に対する支援                      

 

 
●  地域での活動や支援の輪を広げるためには、最も県民に身近な自治体である市町村や県民等が

行う活動を促進していく必要があります。 
●  特に気付き、学び、交流に関する様々な機会を提供し、あらゆる県民が活動しやすいように支

援していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【交流を通じた人材育成】                        
連携・協働により課題解決に取り組んだ地域活動実践者などが、地域においてリーダー

シップを発揮しキーパーソンとして活躍できるよう、人材が育つ環境を整備します。 

 

 

安全と安心に関する情報や支援情報など、的確な情報の提供、技術的な助言などを行い
ます。 

 市町村の取組への支援 

県民の活動に役立つ様々な情報を収集し、あらゆる県民にとって利用価値の高い、気付き、
学び、交流に関するきめ細かな情報を提供します。       
 また、学び、交流の機会を設け、地域での人材育成につながるよう支援を行います。 

 共助の取組への支援 

【気付きの機会の提供】 
条例、基本計画、地域別分野別の様々なデータを分かりやすく提供するなど、気付き

の機会を提供し、身近なところからの取組を促進します。                             

【知識や技術を学ぶ機会の提供】 
説明会、出前講座、各種研修会など、県民が学習できる機会を提供し、実践への契機と

します。                         

推 進 方 向 

推 進 施 策 
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（４）重点的な施策の推進                    

 

 

● 県民の安全・安心を取り巻く環境は厳しさを増す中、急速に進む少子高齢化や人口減少によ

り、地域における共助活動の担い手の維持・確保が大きな課題となっています。 

 ● これまで各分野における取組は一定の成果を上げてきましたが、今後、安全で安心な県づく

りへの更なる県民参画を促進し、地域活動を支えていくためには、様々な主体が連携し、地域

や活動分野を超えて取り組むことがますます重要となっています。 

 

 

   自助・共助の取組に向けた各主体との協働を効果的に進めるとともに、活動を活性化させる

環境整備を強化するため、基本計画の改定後４年間（令和４（２０２２）～７（２０２５）年

度）は、以下の施策を重点的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 推 進 方 向 

 推 進 施 策 

 

【９分野に関するポータルサイトの構築】 
県の安全・安心に関する施策や情報を簡単に入手できるよう、県ホームページにおいて

ポータルサイトを構築します。 

【安全・安心に係る取組事例の共有化】 
県民や団体等の活動の参考となるよう、県ホームページにおけるポータルサイトにおい

て各種団体等の取組事例の紹介や、新たなモデルケースとなる取組などの紹介・共有化に
より、地域団体等の活性化を図るとともに、県民の活動参加を促進します。 

 

 

地域における新たな共助活動の取組や多様な主体の連携・協働による従来の活動分野を
超えた取組等を掘り起こし、モデル的な活動や横断的な活動を促進します。 

情報発信プラットホームの構築 

新たな地域活動モデルの創出 

【ポータルサイトイメージ】 
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 ● 県は、地域活動における各主体間の連携・協働を推進し、市町村及び県民等の活動を支援す

るため、県組織における体制を整備する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ● 県は、地域活動における各主体間の連携・協働を推進し、市町村及び県民等の活動を支援す 

るために、県組織における体制を整備する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 現況値 目標値 備考 

住民やＮＰＯなどによる地域

活動に積極的に参加している

と回答した県民の割合 

 令和 3 年度 

    16.7 ％ 

令和 12 年度 

28.0％以上 
※意識調査 

 

 

 

地域活動の実践者や有識者等で構成する「福島県安全で安心な県づくり推進会議」の委員
より、それぞれの立場からの専門的な助言や協力を得ながら、安全で安心な県づくりを進め
ます。 

活動実践者、有識者等による支援 

 関係部局等との連携 

○ 関係部局各課で構成する「安全で安心な県づくり推進庁内連絡会議」において、横断的
な課題の検討や基本計画の進行管理を行うなど、緊密に連携しながら取り組みます。 

○ 各地方振興局に配置する「安全安心県づくり担当」を通じて、安全・安心に関する県民
等からの相談に対応します。 
 

 

 

 全庁的な危機管理体制の推進 

想定外を含むあらゆる危機事象の発生時には、県民の生命、身体、財産の保全を最優先に、
迅速かつ的確に対応し、速やかな復旧に努める必要があります。そのため、｢福島県危機管理
基本方針｣の考え方の下、情報収集機能の強化と迅速で的確な情報発信に努め、各主体と連
携・協働し、危機発生の未然防止はもとより、危機発生時の被害軽減、速やかな復旧が円滑
に行われるよう努めます。 

 

指標 

２ 県組織としての連携体制 

３ 緊急時の体制等の整備 

推 進 方 向 

推 進 施 策 

推 進 方 向 

推 進 施 策 
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参考資料 
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14.1% 33.0% 23.2% 17.2% 11.1%

1.4%

55.9%
61.9% 57.9% 58.2%

47.1%40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

H29 H30 R1 R2 R3

12.7% 33.1% 16.1% 23.0% 13.2%

1.9%

30.3%
36.7% 35.6%

38.7%
45.8%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H29 H30 R1 R2 R3

11.6% 21.1% 18.5% 20.0% 26.8% 2.0%

25.2% 45.5% 18.8%
5.8%

3.1%

1.6%

 
 
 県では、｢安全｣｢安心｣に関する県民の意識調査を行っておりますが、その結果は次のと

おりです。 

 

◎令和３年度県政世論調査（令和３年１０月） 

 
 
 
 
 
○あなたの暮らす地域は、自然災害や大規模な火事災害など 

に対して、安心して暮らせる災害に強い地域だと思いますか。 

 
 
 
 
○あなたは、大規模災害に備えて、避難場所の確認や食料 

の備蓄などを行っていますか。 

 
 
 
 
○あなたは、福島第一原子力発電所事故の発生により、 

長期にわたる健康不安を感じていますか。 

 
 
 
 
○あなたの暮らす地域は、児童、配偶者、高齢者、障がい者 

などに対する虐待や暴力がなく、安心して暮らせる地域だと 

思いますか。 

 
 
 
 

参考資料 県民の意識調査結果 

       はい                    どちらかと言えば「はい」 

       どちらとも言えない・該当しない       どちらかと言えば「いいえ」 

       いいえ                   無回答 

39.2% 35.4% 36.5%
32.3% 32.7%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H29 H30 R1 R2 R3

69.5% 71.0%
65.6%

70.7% 70.7%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H29 H30 R1 R2 R3
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9.8% 35.9% 29.8% 16.6% 6.1%

1.8%

17.7% 25.7% 18.4% 20.1% 16.2%

1.9%

35.7% 40.8% 11.3%
6.9%

3.8%

1.5%

28.7% 41.2% 17.8% 7.1%
3.7%

1.5%

8.5% 20.6% 16.4% 24.0% 28.7% 1.8%

○あなたの暮らす地域は、交通事故がなく安心して暮らせる 

環境が整っていると思いますか。 

 
 
 
 
○あなたは、暮らしている地域の夜間や休日の救急診療に 

不安を感じていますか。 

 
 
 
 
○あなたは、毎日の食生活において食品の安全に不安を 

感じることなく安心して暮らしていますか。 

 
 
 
 
○あなたの暮らす地域は、水や大気など生活環境の安全が 

確保されていると思いますか。 

 
 
 
 
○あなたの生活空間は、放射線から安心して 

暮らすことができる空間ですか。 

 
 

 
 
○あなたは、日頃、放射線の影響が気になりますか。 

 
 
 
 
 

43.4% 45.9%
38.5%

45.5% 45.7%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H29 H30 R1 R2 R3

42.6% 43.5% 42.7% 44.0% 43.4%
30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H29 H30 R1 R2 R3

66.0% 68.7% 73.4% 75.4% 76.5%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H29 H30 R1 R2 R3

63.3%
66.6%

71.7% 71.8% 69.9%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H29 H30 R1 R2 R3

55.5%
60.8%

66.0%
58.7%50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H29 H30 R1 R2 R3

※Ｒ２年度までの調査のため、 

Ｒ３年度のデータは無し。 

※Ｒ３年度からの調査のため、 

Ｈ２９～Ｒ２年度のデータは無し。 
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29.5% 42.5% 13.6% 8.1%
4.6%

1.7%

5.8%10.9% 11.6% 17.1% 52.5% 2.1%

25.3% 70.8% 3.9%

9.5% 86.8% 3.7%

51.5% 7.9% 20.1% 16.9% 3.5%

○あなたは、食品や日用品など、消費生活に関して 

不安を感じることなく、安心して暮らしていますか。 

 
 
 
 
○あなたは、住民やＮＰＯなどによる地域活動に 

積極的に参加していますか。 

 
 
 
 
○あなたは、災害時の取るべき行動について考える 

「マイ避難」の取組を知っていますか。 

 
 
 
 
○「ふくしまマイ避難ノート」を活用するなどして、 

自分（自宅）の避難計画を作成していますか。 

 
 
 
 
○現在あなたが住んでいる地域（仮設住宅・借り上げ住宅も 

含む）の治安は良いと思いますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

72.0% 74.3% 78.0% 76.7%
72.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H29 H30 R1 R2 R3

15.7%
20.4% 16.8%

13.7%
16.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

H29 H30 R1 R2 R3

※Ｒ３年度からの調査のため、 

Ｈ２９～Ｒ２年度のデータは無し。 

※Ｒ３年度からの調査のため、 

Ｈ２９～Ｒ２年度のデータは無し。 

       良い           悪い 

       変わらない        わからない 

       無回答 49.6%
43.9% 43.9%

48.9% 51.5%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H29 H30 R1 R2 R3



79 

 

○福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例 

平成二十年十二月二十四日 

福島県条例第八十号 

改正 令和三年一〇月一二日条例第七六号 

福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例をここに公布する。 

福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第七条） 

第二章 安全で安心な県づくりに関する基本的施策（第八条―第二十一条） 

第三章 安全で安心な県づくり推進のための基本計画（第二十二条） 

第四章 雑則（第二十三条・第二十四条） 

附則 

わたしたちが生まれ、育ち、学び、営むこの福島県が、だれにとっても、いつでも、ど

こでも、安全に安心して暮らせる地域であることは、わたしたちの共通の願いである。 

しかしながら、経済や環境問題等のグローバル化、急速な少子高齢化、急激な技術革新

など社会情勢が大きく変化し、経済的合理性の追求が優先される中、安全や安心を脅かす

様々なものに対する危機意識の不足や社会生活の場における規範意識、互いに支え合う場

である地域コミュニティの機能及び企業における安全意識の低下等を背景に、災害、事

故、暴力、詐欺等が発生し、また、形を変えて多様化し、複雑化している。このことは本

県においても例外ではなく、県民生活や社会経済活動に多大な不安と損害を与えている。 

これらの脅威に対処するためには、行政が施策を着実に実施していくことはもとより、

わたしたち一人一人が地域社会の構成員として、「自らの安全は自ら守る、地域の安全は

地域で守る」との意識を持ち、身近なところからその危険に気付き、備えることが何より

大切である。さらに、これらの取組について、県、市町村、県民、事業者、地域活動団体

等が、相互に意見を交換し、合意し、及び信頼し合いながら、地域で連携し、及び協力し

て推進していくことが重要である。 

ここに、わたしたちは、安全で安心な県づくりに向けた不断の努力を行うことを決意

し、この条例を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、安全で安心な県づくりに関し、基本理念を定め、並びに県、県民及

び事業者の責務等を明らかにするとともに、安全で安心な県づくりに関する施策の基本

となる事項を定めることにより、関係法令に基づく施策等と相まって、安全で安心な県

づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって県民が安全に安心して暮ら

し、及び活動することができる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
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（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 安全 県民の生命、心身及び財産に被害を及ぼすおそれがないと社会的に認められ

る状態にあることをいう。 

二 安心 将来にわたって県民の生命、心身及び財産に被害を及ぼすおそれがないと県

民が信じる状態にあることをいう。 

三 県民 県内に住所を有する者並びに県外に住所を有する者のうち、県内の事業所に

勤務する者、県内の学校に通学する者及び観光その他の目的で県内に滞在する者をい

う。 

四 地域活動団体 県民又は事業者によって組織され、県内で活動を行う自治会、ボラ

ンティア団体、特定非営利活動法人その他これらに類する団体をいう。 

五 リスクコミュニケーション 安全確保に関する情報交換及び対話をいう。 

六 安全で安心な県づくり 安全確保及び安全確保による安心の獲得を目的として行う

次に掲げる取組をいう。 

ア 県民、事業者及び地域活動団体（以下「県民等」と総称する。）による自主的な

活動 

イ アに規定する取組を促進するための県、市町村及び県民等による環境整備 

（基本理念） 

第三条 安全で安心な県づくりは、「自らの安全は自ら守る、地域の安全は地域で守る」

という意識を基本としつつ、地域のきずなを強め、及び互いに支え合う良好な地域社会

の形成を図ることを旨として行わなければならない。 

２ 安全で安心な県づくりは、県、市町村及び県民等が適切に役割を分担し、連携を図り

ながら協力することを旨として行わなければならない。 

３ 安全で安心な県づくりは、県、市町村及び県民等による互いを尊重して行われるリス

クコミュニケーションを通じた合意形成により、相互の信頼関係を構築し、県民の安心

が獲得されることを旨として行わなければならない。 

４ 安全で安心な県づくりは、県民の基本的人権を尊重し、不当に侵害しないよう配慮し

ながら推進すべきことを旨として行わなければならない。 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、安全で

安心な県づくりに関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するものとする。 

２ 県は、前項に規定する施策の実施のため必要があると認めるときは、国に対し必要な

協力を求めるとともに、意見を述べ、又は提言を行うものとする。 

（県民の責務） 
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第五条 県民は、基本理念にのっとり、日常生活における自らの安全確保に努めるととも

に、安全で安心な県づくりを積極的に推進するよう努めなければならない。 

２ 県民は、県、市町村及び他の県民等が行う安全で安心な県づくりに関する施策及び活

動に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、基本理念にのっとり、自らの事業活動に関する安全確保に努めるとと

もに、安全で安心な県づくりを積極的に推進するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、関係法令を遵守するとともに、自らの事業活動が県民の安全に影響を及ぼ

す可能性があることを自覚し、自らが提供する生産物、製品又はサービスの自主検査を

推進する等により自主的な安全性の確保に努めなければならない。 

３ 事業者は、自らの事業活動に係る積極的なリスクコミュニケーションを行うことによ

り県民の安心の獲得に努めなければならない。 

４ 事業者は、県、市町村及び他の県民等が行う安全で安心な県づくりに関する施策及び

活動に協力するよう努めなければならない。 

（市町村との連携等） 

第七条 県は、安全で安心な県づくりを推進する上で市町村が果たす役割の重要性にかん

がみ、安全で安心な県づくりに関する施策の推進に当たっては、市町村と緊密な連携を

図るものとする。 

２ 県は、市町村が行う安全で安心な県づくりに関する施策について、その求めに応じて

情報の提供、技術的な助言その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第二章 安全で安心な県づくりに関する基本的施策 

（推進体制の整備） 

第八条 県は、安全で安心な県づくりの実施に当たり、県、市町村及び県民等の連携を推

進し、並びに市町村及び県民等の活動を支援するための体制を整備するものとする。 

（緊急時の体制等の整備） 

第九条 県は、県民の安全に重大な影響を及ぼし、又は及ぼす可能性のある緊急の事態に

備え、当該事態への対処及び当該事態の発生の防止に関する体制の整備その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

（広報及び啓発） 

第十条 県は、安全で安心な県づくりについての県民等の関心及び理解を深めるため、広

報活動の充実、学習の機会の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（県民等に対する支援） 

第十一条 県は、県民等が行う安全で安心な県づくりに関する活動を支援するため、情報

の提供、助言、人材の育成の支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（防災の推進） 
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第十二条 県は、自然災害、大規模な火事又は事故等の災害に対して、県民が安心して暮

らせる災害に強い地域社会を実現するため、国、市町村その他の関係機関等との連携の

強化、消防防災活動の充実、防災意識の向上のための教育、防災訓練の実施、災害時要

援護者及び被災者に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（原子力発電所周辺地域の安全確保の推進） 

第十三条 県は、原子力発電所の安全が確保され、県民が安心して暮らすことのできる地

域社会を確保するため、原子力発電所設置者との安全確保に関する協定の締結、原子力

発電所周辺地域における環境放射能の監視及び測定並びにその結果の県民等への情報提

供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（防犯の推進） 

第十四条 県は、犯罪がなく県民が安心して暮らすことのできる地域社会を実現するた

め、防犯に関する周知啓発、防犯ボランティア団体等への支援、市町村、事業者その他

の関係団体等と連携した推進体制の整備、犯罪の防止に配慮した環境設計（施設、住宅

等の整備及び管理をいう。）の普及、子どもの安全確保に関する施策の実施その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

（虐待等対策の推進） 

第十五条 県は、児童、高齢者若しくは障がい者に対する虐待又は配偶者に対する暴力

（以下この条において「虐待等」という。）による重大な人権侵害を防止し、県民が安

心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、虐待等防止のための周知啓発、虐

待等の防止体制の整備、虐待等の被害者又はその家族等への支援その他の必要な措置を

講ずるものとする。 

（交通安全の推進） 

第十六条 県は、交通事故がなく県民が安心して生活することのできる地域社会を実現す

るため、国、市町村その他の関係機関等との連携による道路交通環境の整備、交通安全

に関する教育及び広報啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（医療に関する県民参画等の推進） 

第十七条 県は、県民の健康で健やかな生活を実現するため、疾病に対する正しい知識の

普及啓発、献血等医療提供に関する県民参加の促進、市町村及び医療関係団体との連携

の強化その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（食品の安全確保の推進） 

第十八条 県は、県民の健康保護を最優先し、及び消費者の視点を重視した生産から消費

に至る一貫した食品の安全が確保された暮らしを実現するため、事業者に対する監視及

び指導、消費者及び事業者の活動の支援、国、市町村その他の関係機関等との連携の強

化、リスクコミュニケーションの推進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（生活環境の保全） 
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第十九条 県は、環境の保全上の支障がなく、将来にわたり環境が健全で恵み豊かなもの

として維持され、県民が安心して暮らすことのできる地域社会を確保するため、環境の

状況の監視及び調査、生活環境の保全に関する周知啓発、リスクコミュニケーションの

推進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（消費者の安全確保の推進） 

第二十条 県は、消費生活の安定及び向上を確保するため、自立した消費者の育成、消費

者被害の救済、事業者及び事業者団体への監視及び指導その他の必要な措置を講ずるも

のとする。 

第二十一条 削除 

     （令三条例七六） 

第三章 安全で安心な県づくり推進のための基本計画 

第二十二条 知事は、安全で安心な県づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、安全で安心な県づくりに関する基本計画（以下この条において「基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 安全で安心な県づくりの基本方針 

二 安全で安心な県づくりの施策に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、安全で安心な県づくりに関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を定めようとするとき又は変更しようとするときは、市町村及び県

民等の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、基本計画を定めたとき又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

５ 知事は、基本計画を定期的に見直すものとする。 

第四章 雑則 

（調査及び研究） 

第二十三条 県は、安全で安心な県づくりを効果的に推進するため、安全で安心な県づく

りに関する施策の策定及び実施に必要な調査及び研究を行うものとする。 

（財政上の措置） 

第二十四条 県は、安全で安心な県づくりに関する施策を推進するため、必要な財政上の

措置を講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。 

附 則（令和三年福島県条例第七六号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、令和四年四月一日から施行する。 
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〇福島県犯罪被害者等支援条例 

令和三年十月十二日 

福島県条例第七十六号 

 福島県犯罪被害者等支援条例をここに公布する。 

   福島県犯罪被害者等支援条例 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第八条） 

第二章 推進の体制等（第九条―第十一条） 

第三章 基本的な施策（第十二条―第二十七条） 

附則 

県民の生命、身体及び財産の安全は、県民生活の全ての基礎であり、誰もが安全に安心

して暮らせる犯罪のない社会の実現は、全ての県民の願いである。 

しかしながら、依然として、様々な犯罪等が後を絶たず、多くの人が思いもよらず犯罪

等に巻き込まれ、犯罪等の被害者及びその家族又は遺族となっている。また、犯罪被害者

等の中には、十分な支援を受けられず、自分だけで問題を抱え込んでしまい、苦しんでい

る人もいる。 

さらに、犯罪被害者等は、犯罪等による直接的な被害による苦しみだけでなく、その後

の心身の不調や経済的な問題、周囲の偏見や無理解による心ない言動、インターネット等

を通じて行われる誹謗中傷などによる二次被害にも苦しめられることがある。 

このような状況にある犯罪被害者等が、地域社会で再び安全に安心して日常生活を営む

ことができるようにするためには、県や市町村をはじめ、関係するものが相互に連携協力

し、犯罪被害者等に寄り添ったきめ細かい支援を途切れなく提供するとともに、その権利

利益の保護が図られる社会の実現に向けて不断の努力をしていく必要がある。 

また、犯罪被害者等の置かれた状況に理解を深め、一体となって二次被害の防止に努め

るなど、犯罪被害者等を社会全体で支えていくことが必要である。 

ここに、わたしたちは、犯罪被害者等一人一人に寄り添い、安全で安心な社会を目指し

て、この条例を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、犯罪被害者等支援に関し、基本理念を定め、県、県民、事業者及び

民間支援団体の責務並びに市町村の役割を明らかにするとともに、犯罪被害者等支援の

基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等支援を総合的かつ計画的に推進し、

もって犯罪被害者等が受けた被害の回復又は軽減及び犯罪被害者等の生活の再建を図る
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こと並びに犯罪被害者等を社会全体で支え、誰もが安全に安心して暮らすことができる

社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 犯罪等犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

二 犯罪被害者等犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺族をいう。 

三 再被害犯罪被害者等が、当該犯罪等の加害者から再び被害を受けることをいう。 

四 二次被害犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の者による理解又は配慮に

欠けた言動、インターネット等を通じて行われる誹謗中傷、報道機関による過剰な取

材等により、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身体の不調その他の被害をいう。 

五 二次受傷犯罪被害者等の支援に従事する者（以下「支援従事者」という。）が、支

援を行う過程で犯罪被害者等と同様の心理的外傷を受け、心身に傷病等が生じること

をいう。 

六 犯罪被害者等支援犯罪被害者等が、その受けた被害を回復し、又は軽減し、安全で

安心して暮らすことができるよう支援するための取組をいう。 

七 民間支援団体犯罪被害者等早期援助団体（犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪

被害者等の支援に関する法律（昭和五十五年法律第三十六号）第二十三条第一項の団

体をいう。）その他犯罪被害者等支援を行うことを主たる目的とする民間の団体をい

う。 

（基本理念） 

第三条 犯罪被害者等支援は、次の各号に掲げる事項を基本理念とし、犯罪被害者等の立

場に立って適切に推進されなければならない。 

一 犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障

される権利が尊重されること。 

二 犯罪被害者等が受けた被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況その

他の事情に応じて適切に行われるとともに、再被害及び二次被害が生じることのない 

よう十分配慮されること。 

三 犯罪被害者等が安全で安心して暮らすことができるよう、必要な支援が途切れるこ

となく提供されること。 

四 国、県、市町村、民間支援団体その他の犯罪被害者等支援に関係するものによる相

互の連携及び協力の下で行われること。 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、

国、市町村、民間支援団体その他の犯罪被害者等支援に関係するものとの適切な役割分



86 

 

担を踏まえ、犯罪被害者等支援に関する施策を総合的に策定し、及び計画的に実施する

責務を有する。 

２ 県は、市町村が犯罪被害者等支援に関する施策を策定し、及び実施しようとするとき

は、情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものとする。 

３ 県は、犯罪被害者等支援に関する施策を実施するに当たり、二次被害を生じさせるこ

とのないよう十分配慮し、これを防止するものとする。 

（県民の責務） 

第五条 県民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者

等支援の必要性についての理解を深め、二次被害を生じさせることのないよう十分配慮

するとともに、県が実施する犯罪被害者等支援に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害

者等支援の必要性についての理解を深め、その事業活動を行うに当たっては、二次被害

を生じさせることがないよう十分配慮するとともに、県が実施する犯罪被害者等支援に

関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、犯罪被害者等がその被害に係る民事、刑事等に関する手続に適切に関与す

ることができるよう、その就労、勤務、休暇等について十分配慮するよう努めるものと

する。 

（市町村の役割） 

第七条 市町村は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害

者等支援の必要性についての理解を深め、その施策を行うに当たっては、二次被害を生

じさせることのないよう十分配慮するとともに、住民に対して必要な支援を行うほか、

県が実施する犯罪被害者等支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（民間支援団体の責務） 

第八条 民間支援団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯

罪被害者等支援の必要性についての理解を深め、犯罪被害者等支援を行うに当たって

は、専門的知識及び経験を活用し、迅速かつきめ細かな支援を行うとともに、県が実施

する犯罪被害者等支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

第二章 推進の体制等 

（犯罪被害者等支援計画） 

第九条 知事は、犯罪被害者等支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、犯

罪被害者等支援に関する計画（以下「犯罪被害者等支援計画」という。）を定めるもの

とする。 

２ 犯罪被害者等支援計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 犯罪被害者等支援に関する基本方針 
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二 犯罪被害者等支援に関する具体的な施策 

三 前二号に掲げるもののほか、犯罪被害者等支援に関する施策を推進するために必要

な事項 

３ 知事は、犯罪被害者等支援計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民の意見を聴

くものとする。 

４ 知事は、犯罪被害者等支援計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

５ 前二項の規定は、犯罪被害者等支援計画の変更について準用する。 

６ 知事は、犯罪被害者等支援計画に基づき実施した犯罪被害者等のための施策の実施状

況を、定期的に公表するものとする。 

（総合的な支援体制の整備） 

第十条 県は、国、市町村、民間支援団体その他の犯罪被害者等支援に関係するものと連

携し、及び相互に協力して、犯罪被害者等支援に関する施策を推進するための総合的な

支援体制を整備するものとする。 

２ 県は、前項の支援体制を整備するに当たっては、犯罪被害者等が国、県、市町村、民

間支援団体その他の犯罪被害者等支援に関係するもののいずれに支援を求めた場合にお

いても、必要な支援を途切れることなく受けることができるよう必要な措置を講ずるも

のとする。 

（財政上の措置） 

第十一条 県は、犯罪被害者等支援に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 

第三章 基本的な施策 

（相談及び情報の提供等） 

第十二条 県は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるように

するため、犯罪被害者等が直面している損害賠償等の法律問題その他の問題に係る相談

への対応、必要な情報の提供及び助言、犯罪被害者等支援に精通している者の紹介その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

（日常生活の支援） 

第十三条 県は、犯罪被害者等が平穏な日常生活を営むことができるようにするため、民

間支援団体等と連携し、必要な施策を講ずるものとする。 

（心身に受けた影響からの回復支援） 

第十四条 県は、犯罪被害者等が心理的外傷その他の犯罪等により心身に受けた影響から

回復できるようにするため、その心身の状況等に応じた適切な保健医療サービス及び福

祉サービスが提供されるよう必要な施策を講ずるものとする。 

（安全の確保） 
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第十五条 県は、犯罪被害者等が再被害及び二次被害を受けることを防止し、その安全を

確保するため、一時保護、施設への入所による保護、防犯に係る指導及び助言、犯罪被害

者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（居住の安定） 

第十六条 県は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の

居住の安定を図るとともに、再被害及び二次被害を防止するため、一時的な利用のため

の住居の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（雇用の安定） 

第十七条 県は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るとともに、職場における二次被害を防

止するため、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等支援の必要性に関する

事業者に対する啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（経済的負担の軽減） 

第十八条 県は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、犯罪被

害者等に対する経済的な助成に関する情報の提供、助言その他の必要な施策を講ずるも 

のとする。 

（大規模事案における支援） 

第十九条 県は、犯罪等により死傷者が多数に上る事案その他の重大な事案が県内で発生

した場合において、当該事案による犯罪被害者等に対して直ちに支援を行う必要がある

と認めるときは、市町村、民間支援団体その他関係機関と協力して、当該事案に対応す

るための支援の体制を整え、必要な支援を行うものとする。 

（県民が県外で発生した犯罪等により被害を受けた場合等の支援） 

第二十条 県は、県民が県外で発生した犯罪等により被害を受けた場合には、民間支援団

体その他関係機関と連携して、当該犯罪等による犯罪被害者等が直面している各般の問

題について相談に応じ、必要な情報の提供、助言その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

２ 前項の施策は、当該犯罪被害者等が被害を受けた都道府県若しくは当該都道府県に所

在する民間支援団体又はその両方と連携して講ずるものとする。 

３ 前二項の規定は、県内に住所を有しない、又は居住していない者が県内で発生した犯

罪等により被害を受けた場合について準用する。この場合において、同条第一項中「県

民が県外で」とあるのは「県内に住所を有しない、又は居住していない者が県内で」

と、同条第二項中「被害を受けた」とあるのは「住所を有し、又は居住する」と読み替

えるものとする。 

（保護、捜査、公判等の過程における配慮等） 

第二十一条 県は、犯罪被害者等の保護、その被害に係る刑事事件の捜査又は公判等の過

程において、名誉、生活の平穏その他犯罪被害者等の人権に十分な配慮がなされ、犯罪

被害者等の負担が軽減されるよう、犯罪被害者等の心身の状況、その置かれている環境
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等に関する理解を深めるための訓練及び啓発、専門的知識又は技能を有する職員等の配

置、必要な施設の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（県民の理解の増進） 

第二十二条 県は、犯罪等の被害に対する県民の関心を高め、犯罪被害者等が置かれてい

る状況、犯罪被害者等支援の必要性、二次被害の防止の重要性等について県民の理解を

深めるため、広報、啓発、教育の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（学校における教育の実施等） 

第二十三条 県は、学校の設置者等と連携し、児童、生徒等に対して犯罪被害者等の置か

れている状況及び犯罪被害者等支援の必要性について理解を深めるとともに、二次被害

を防止するための教育その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成） 

第二十四条 県は、犯罪被害者等支援の充実を図るため、相談、助言、日常生活の支援等

を担う支援従事者を育成するための研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

（支援従事者の二次受傷に対する支援） 

第二十五条 県は、支援従事者の二次受傷を防止、回復、又は軽減し、その安全を確保す

るため、支援従事者に対する研修、相談、支援その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

（民間支援団体に対する支援） 

第二十六条 県は、民間支援団体が適切かつ効果的に犯罪被害者等支援を推進することが

できるよう、犯罪被害者等支援に関する情報の提供、助言その他の必要な施策を講ずる

ものとする。 

（個人情報の適切な管理） 

第二十七条 県は、犯罪被害者等支援における個人情報の重要性を認識し、犯罪被害者等

及びその関係者の個人情報を適切に管理しなければならない。支援従事者が個人情報を

取り扱う場合も、同様とする。 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和四年四月一日から施行する。 

（福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例の一部改正） 

２ 福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例（平成二十年福島県条例第八十号）

の一部を次のように改正する。 

第二十一条を次のように改める。 

第二十一条 削除 
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表紙の｢～安心を みんなでつくろう うつくしま～｣について 

 これは、｢安全で安心な県づくり｣活動標語として、平成２１年８月３日から同年

９月２５日の間に県民の皆様から御応募いただいた８９８件に上る数多くの作品の

中から、選考により最優秀賞を受賞された、池田有里さん（福島県立郡山商業高等

学校生徒、当時）の作品です。 

 

 

 

福 島 県 安 全 で安 心 な県 づくりの推 進 に関 する基 本 計 画 

令和４年３月２４日 
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